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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 当社の中間連結財務諸表及び連結財務諸表は米国会計基準に拠っております。 

２ 売上高については、日本の投資家の便宜を考慮して、日本の会計慣行に従い表示しております。なお、収益

及び売上高には、消費税等を含めておりません。 

３ 株主資本については、当社の中間連結財務諸表及び連結財務諸表における資本を指しております。 

４ 平成18年度までの１株当たり株主資本については、中間連結会計期間末（連結会計年度末）株主資本から優

先株式に係る資本金及び資本剰余金の合計額及び利益処分による優先株式配当金を控除した金額を、中間連

結会計期間末（連結会計年度末）発行済普通株式数（自己株式控除後）で除して算出しております。 

５ 平成15年12月に発行した第一回第一種優先株式は希薄化効果を有しておりましたが、平成19年３月19日をも

って全て普通株に転換されましたので、当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益は記載

しておりません。 

回次 平成17年度中 平成18年度中 平成19年度中 平成17年度 平成18年度 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

収益 (百万円) 1,527,678 1,807,565 2,014,083 3,139,845 3,658,855 

売上総利益 (百万円) 236,226 265,016 281,400 502,024 531,171 

中間（当期）純利益 (百万円) 38,123 65,645 80,336 73,801 119,349 

売上高 (百万円) 4,014,371 4,686,738 5,096,961 8,686,532 9,554,943 

株主資本 (百万円) 513,723 686,200 821,046 663,787 745,454 

総資産額 (百万円) 4,313,988 4,694,493 5,308,536 4,587,072 4,873,304 

１株当たり株主資本 （円） 293.07 383.02 473.70 365.14 430.04 

基本的１株当たり 
中間（当期）純利益 

（円） 25.03 40.40 46.35 48.34 72.41 

潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益 

（円） 20.94 37.87 － 40.46 68.85 

株主資本比率 （％） 11.91 14.62 15.47 14.47 15.30 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,683 △19,687 70,627 133,408 152,075 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △41,789 △67,392 △144,157 △193,781 △135,147 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △59,097 46,463 42,463 △46,037 24,819 

現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

(百万円) 367,327 326,649 388,730 368,936 414,952 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

（人） 

24,739 

(5,740) 

28,669 

(5,594) 

31,143 

(7,172) 

27,377 

(5,453) 

28,442 

(5,365) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等を含めておりません。 

        ２ 純資産額の算定にあたり、第83期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

        ３ 「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成18年１月31

日付で改正されたことに伴い、第83期中から繰延ヘッジ損益（税効果控除後）の金額を普通株式に係る１株

当たり純資産額の計算に含めております。 

４ 平成15年12月に発行した第一回第一種優先株式は希薄化効果を有しておりましたが、平成19年３月19日をも

って全て普通株に転換されましたので、当中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益は記載して

おりません。 

回次 
第82期中 

(平成17年度中)
第83期中 

(平成18年度中)
第84期中 

(平成19年度中)
第82期 

（平成17年度） 
第83期 

（平成18年度）

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 2,843,228 3,290,857 3,008,728 6,218,091 6,285,709 

経常利益 (百万円) 32,034 49,206 36,059 60,994 95,013 

中間（当期）純利益 (百万円) 7,666 26,885 27,647 15,039 45,873 

資本金 (百万円) 231,789 262,686 262,686 262,686 262,686 

発行済株式総数             

普通株式 （千株） 1,494,021 1,633,577 1,734,917 1,608,451 1,734,917 

第一回第一種優先株式 （千株） 75,500 75,500 － 75,500 － 

純資産額 (百万円) 415,854 491,524 528,600 511,033 516,614 

総資産額 (百万円) 2,598,464 2,864,424 3,065,112 2,733,091 3,000,579 

１株当たり純資産額 （円） 227.44 263.67 304.94 270.02 298.00 

１株当たり配当額             

普通株式 （円） 2.00 3.50 6.00 7.00 10.00 

第一回第一種優先株式 （円） 10.00 10.00 － 20.00 10.00 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） 4.63 16.32 15.95 9.05 27.60 

潜在株式調整後 

１株当たり中間（当期）

純利益 

（円） 4.28 15.51 － 8.32 26.46 

自己資本比率 （％） 16.00 17.16 17.25 18.70 17.22 

従業員数 （人） 3,600 3,684 3,739 3,562 3,677 



２【事業の内容】 

 当企業集団等の主たる事業は、総合商社としての各種物品の売買及び貿易業であり、全世界にまたがる営業拠点及

びその情報ネットワークを活用し、あらゆる分野にわたる商品取引を行っております。加えて、取引先に対する各種

ファイナンスの提供、各種プロジェクトのオーガナイザーとしての機能の発揮、資源開発や先端技術分野への事業投

資等多角的な取り組みを行っております。 

 当企業集団等においてかかる事業を推進する連結対象会社は、連結子会社420社、持分法適用関連会社184社、合計

604社から構成されております。 

 当社はこれらの事業を、オペレーティング・セグメントとして13の商品別セグメントと海外支店・現地法人に分類

しております。 

 当社のオペレーティング・セグメント毎の取扱商品・サービスの内容及び主要な関係会社名は次の通りでありま

す。 

  取扱商品・サービスの内容 主要な関係会社名 

食料 

国内及び海外において、飼料穀物、大豆、小麦、砂

糖、加工食品・飲料及びその原料、業務用食材、農

水畜産物など食に係る商品の製造事業や売買を行っ

ております。 

子会社 

 日清丸紅飼料、パシフィックグレーンセンター、 

 ナックスナカムラ、山星屋(注)１ 

 Iguaçｕ de Café Solúvel、 

 Columbia Grain International 

関連会社 
東洋精糖、日清オイリオグループ、ダイエー、 

マルエツ、東武ストア 

繊維 

国内及び海外において、素材から製品までの一貫体

制を推進し、アパレル素材の調達から生産、アパレ

ル製品及び生活関連分野の企画・提案、商品売買、

物流サービス提供等の事業を行っております。 

子会社 
丸紅ファッションリンク、丸紅インテックス、

Marubeni Textile Asia Pacific 

関連会社 ファブリカ、Erawan Textile 

資材・紙パルプ 

国内及び海外において、ゴム製品、フットウェア、

住宅資材の販売及び製紙原料、洋紙、板紙等の製

造・販売、植林事業への参画を行っております。 

子会社 
丸紅紙パルプ販売、興亜工業、丸紅建材、

Tanjungenim Lestari Pulp & Paper 

関連会社 丸住製紙、Daishowa-Marubeni International 

化学品 

国内及び海外において、基礎石油化学品等の川上か

ら電子材料・農薬等の川下に至るまで多種多様の製

品を取り扱っております。中国に加え中東・南西ア

ジアを重点地域と位置付け、事業投資と取引の両面

でバランスの良いビジネス展開を図っております。 

子会社 丸紅プラックス、丸紅ケミックス 

関連会社 Dampier Salt、CMK Electronics (Wuxi) 

エネルギー 

国内及び海外において、石油・ガス等多岐にわたる

エネルギー関連の商材について、資源開発を中心と

した川上からガソリンスタンドに至る川下まであら

ゆる段階で事業参画しております。 

子会社 丸紅エネルギー、丸紅ガスエナジー 

関連会社 Shenzhen Sino-Benny LPG 

金属資源 

国内及び海外において、非鉄軽金属の製造・加工・

販売及び鉄鋼、非鉄軽金属の原料資源の海外におけ

る開発事業並びにその売買を行っております。 

子会社 
丸紅メタル、丸紅テツゲン、 

Marubeni Aluminium Australia、Marubeni Coal 

関連会社 
Toyo－Memory Technology、 

Nippon LP Resources 

輸送機・ 

産業機械 

国内及び海外において、航空機、防衛関連機器、自

動車、建設機械、農業機械などの輸送関連機械や、

自動車生産設備、紙パルプ製造プラント、新エネル

ギー設備などの製造機械につき、輸出入・卸売・小

売などのトレードを中心に、投融資・販売金融・リ

ース事業、海外事業支援などの幅広い機能を提供し

ております。 

子会社 

丸紅エアロスペース、丸紅テクノシステム、 

Marubeni Aviation Services、 

Marubeni Auto & Construction Machinery America 

関連会社 Kubota Europe 

 



 （注）１  平成19年8月31日、山星屋は株式の追加取得により当社の関連会社から連結子会社となりました。     

     ２  平成19年10月1日、丸紅ソリューションが丸紅情報システムズを吸収合併し、その後丸紅ソリューションか 

      ら丸紅情報システムズに商号変更したものであります。     

        ３ 平成19年9月3日、丸紅インフォテックは公開買い付けにより当社の関連会社から連結子会社となりました。

      なお、平成19年12月1日を効力発生日とする簡易株式交換により完全子会社となる予定であります。 

     ４ 平成19年7月17日、ベニーエステートサービスから商号変更したものであります。   

  

  

  取扱商品・サービスの内容 主要な関係会社名 

電力 

国内及び海外において、各種電力事業、特に発電事

業（造水・コジェネ・風力含む）の開発・投資・運

営に加え、発電・送変電設備の機器納入並びに工事

請負、その他新エネルギー関連分野の投融資を行っ

ております。また、情報通信分野では通信・放送・

情報関連システムの輸出・三国間取引、及び事業投

資を行っております。 

子会社 

丸紅パワーシステムズ、丸紅電力開発、 

Axia Power Holdings、San Roque Power、 

 Marubeni Caribbean Power Holdings 

関連会社 
Uni-Mar Enerji Yatirimlari、 

 PPN Power Generating、TeaM Energy 

プラント・ 

インフラ・船舶 

国内及び海外において、石油、ガス、化学、環境、

製鉄、その他産業プラント関連、鉄道・空港等の交

通、上下水道・廃棄物処理等のインフラ関連の機器

の納入、工事請負、事業案件の開発運営を行ってお

ります。また、各種貨物船、タンカーの取引、運航

事業等を行っております。 

子会社 

丸紅テクマテックス、丸紅プロテックス、

Royal Maritime、Aguas Decima、 

Midwest Railcar Corporation 

関連会社 加地テック 

 情報産業 

国内及び海外において、パソコン及び同関連商品の輸

出入・国内販売、各種IPネットワークインフラ事業、

ASP/ISP事業、携帯電話事業、システム開発事業、IT

ソリューション事業、ケーブルテレビ・CS放送向け委

託放送事業、ICタグ・RFID事業等、IT関連事業に取り

組んでおります。 

子会社 

丸紅テレコム、丸紅情報システムズ(注)２ 

丸紅インフォテック(注)３、グローバルアクセス、 

ヴェクタント 

開発建設 

「グランスイート」シリーズとして展開している分

譲マンションの開発を主力とする住宅事業、海外

（主に中国）における住宅・オフィスビル等の開発

事業、REIT・ファンド向け収益不動産の仲介・開発

事業を展開しております。 

子会社 

丸紅不動産、丸紅不動産販売、 

丸紅コミュニティ(注)４ 

Shanghai House Property Development 

関連会社 ティップネス、越谷コミュニティプラザ 

金融・物流・ 

新機能 

国内及び海外において、金融分野ではファンドの運

営・投資等を行う投資金融事業、金融商品のトレー

ディング等を展開し、物流分野ではフォワーディン

グ事業及び物流コンサルティング事業等を行い、保

険分野では保険仲介事業等に取り組んでおります。

ライフケアビジネス分野では医療施設向け医療機器

販売等に従事しており、また、排出権取引への取り

組み、バイオ関連、新技術分野への開発投資も行っ

ております。 

子会社 
丸紅物流、丸紅セーフネット、 

Marubeni International Finance 

関連会社 
エムジーリース、 

Eastern Sea Laem Chabang Terminal 

鉄鋼製品 

国内及び海外において運営している伊藤忠丸紅鉄鋼

などの鉄鋼製品事業会社を通じて、鋼板、鋼管、特

殊鋼などの鉄鋼製品全般の生産、加工、販売、及び

より付加価値の高いソリューションサービスを提供

しております。 

関連会社 
伊藤忠丸紅鉄鋼、丸紅建材リース、 

Thai Cold Rolled Steel Sheet 

海外支店・ 

現地法人 

各種商品の売買及びそれらに係る事業活動を行って

おります。 

現地法人 丸紅米国会社、丸紅欧州会社 

子会社 Helena Chemical 

全社 

(本部・管理等) 

財務・金融サービス、グループファイナンス等を行

っております。また、国内支社・支店において、各

種商品の売買及びそれらに係る事業活動を行ってお

ります。 

子会社 
丸紅フィナンシャルサービス、 

丸紅パーソネルマネジメント 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、新たに提出会社の関係会社となった重要な会社は次の通りであります。 

 当中間連結会計期間において、提出会社の連結対象会社から除外された重要な会社はありません。 

  

 （注） １ 資本金又は出資金は、米国会計基準による連結財務諸表作成上使用した通貨に基づいております。 

 ２ 「役員の兼任等」における役員の定義は、取締役及び監査役であります。 

 ３ ＊は連結子会社であります。 

  

名称 住所 

資本金 

又は 

出資金 

事業内容 

議決権の

所有割合 

（％） 

関係内容 摘要 

役員の兼任等 

当社

役員 

当社

社員 
転籍 

＜電力＞ 

Marubeni Caribbean  

Power Holdings  

  

Georgia 

U.S.A. 

 

 US$  

0千 

  

カリブ地域での電力事業

持株会社 

 

100.00 

 

― 2 ―   ＊ 

＜エネルギー＞  

Marubeni LNG Development   

  

Amsterdam 

Netherlands 

  

US$ 

25千 

  

ペルーLNGプロジェクト

参画のための投資会社 

  

  100.00 

  

― 4 ―   ＊ 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 出向者については、出向先の属するセグメントの従業員数に含めております。 

２ 臨時従業員数は、［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数に海外事業所の現地社員389人を含め、他社への出向者1,208人を除いた人員数は2,920人であります。 

  

（3）労働組合の状況 

当社及び連結子会社において、労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

オペレーティング・セグメントの名称 従業員数（人） 

食料 
5,023 

［1,742］ 

繊維 
2,077 

［116］ 

資材・紙パルプ 
5,353 

［702］ 

化学品 
1,397 

［79］ 

エネルギー 
1,517 

［1,408］ 

金属資源 
280 

［5］ 

輸送機・産業機械 
2,578 

［101］ 

電力 
2,302 

［300］ 

プラント・インフラ・船舶 
384 

［37］ 

情報産業 
2,142 

    [1,987］ 

開発建設 
1,764 

［121］ 

金融・物流・新機能 
498 

［73］ 

鉄鋼製品 
1 

［0］ 

海外支店・現地法人 
5,075 

［466］ 

全社（本部・管理等） 
752 

［35］ 

合計 
31,143 

［7,172］ 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 3,739 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の経済環境を概観しますと、先進国では米国を中心に景気が減速しましたが、新興市場国の

景気は順調に拡大し、世界経済は安定成長を持続しました。世界のエネルギー・資源需要は拡大し、原油や鉄鋼原

料・非鉄などの一次産品価格は高水準で推移しました。 

 米国では、住宅投資が大きく減少しましたが、堅調な企業収益と雇用所得環境を背景に設備投資と個人消費が底

堅く推移したこと、ドル安の恩恵を受けた外需の拡大もあり、景気は減速するにとどまりました。物価上昇圧力が

やや低下する中、サブプライムローン問題を発端とする金融市場の混乱が生じたことから、連邦準備制度理事会は

約４年ぶりに利下げを実施しました。 

 欧州では、ドイツを中心に輸出の安定的な伸びが続きましたが、個人消費の伸びが緩慢になり、景気は減速しま

した。６月までインフレ予防的な利上げを実施してきた欧州中央銀行は、７月以降、インフレ圧力の低下、金融市

場の混乱を受けて、金利を据え置きました。 

 アジアでは、中国とインドを中心に景気拡大が続きました。中国では、固定資産投資と輸出の高い伸びが続いた

上に、個人消費が所得の伸びに支えられて増勢を強めた結果、成長が加速しました。貿易黒字と外貨準備高の増加

が続き、政府は人民元の増価ペースを徐々に速めました。インドでは、サービス部門と製造部門の順調な拡大によ

り高成長が続きました。その他のアジア諸国でも、概ね安定した景気拡大が続きました。 

 ロシアなど資源輸出国では、世界的な一次産品の需要拡大と価格高騰の恩恵を受けて輸出が増え、内需に波及し

て景気は堅調に推移しました。ブラジルでは、インフレ圧力の低下を受けて金融緩和が続けられる中、個人消費と

設備投資の伸びが高まって、景気は順調に拡大しました。 

 当中間連結会計期間のわが国経済を概観しますと、景気は輸出と設備投資に支えられて緩やかな拡大を続けまし

た。設備投資は、企業収益が高水準で推移し、企業の投資意欲も高い状態が続く中で、増加基調を保ちました。輸

出は、世界経済の拡大と円安基調に支えられて増加を続けました。雇用の改善が続きましたが、賃金の伸びは低

く、個人消費は緩やかな拡大にとどまりました。消費者物価はわずかに前中間連結会計期間を下回る状態が続き、

日本銀行は現状維持の金融政策を続けました。為替相場は６月まで低い金利水準を反映した円安基調で推移しまし

たが、７月以降は米国の金融市場の混乱の影響を受けて小幅の円高が続きました。 

 このような経済環境のもと、当中間連結会計期間の売上高は、５兆 970億円と前中間連結会計期間比 4,102億円

（8.8%）の増収となりました。売上総利益は、前中間連結会計期間比164億円（6.2%）増益の2,814億円となりまし

た。その他収益・費用合計は、受取配当金の増加、有価証券評価損及び固定資産損益の改善等があったものの、人

件費を中心とした販売費及び一般管理費の増加及び金利収支の悪化があったため、前中間連結会計期間比１億円悪

化となりました。この結果、法人税等及び少数株主損益前利益は、前中間連結会計期間比163億円（15.2%）増益の

1,233億円となりました。以上より、中間純利益は、前中間連結会計期間比147億円（22.4%）増益の803億円となり

ました。 

 なお、当中間連結会計期間の米国会計基準に基づく「収益」は、２兆141億円と前中間連結会計期間比2,065億円

（11.4%）の増収となりました。 

  

当社におけるオペレーティング・セグメント別の業績を示すと次の通りです。 

 食料 ： 売上高は、飼料及び食糧関連取引の増加により、前中間連結会計期間比 

1,364億円（26.9%）の増収となりました。売上総利益は、飼料関連取引を

中心とした増益により、前中間連結会計期間比18億円（5.1%）の増益とな

りました。営業利益は、売上総利益の増益があったものの、経費の増加に

より横ばいとなりました。純利益は、流通関連関連会社の持分損益の減少

により、前中間連結会計期間比22億円(48.1%)の減益となりました。 

 



 繊維 ： 売上高は、アパレル製品及び素材取引の減少により、前中間連結会計期間

比64億円（3.6%）の減収となりました。売上総利益は、利益率の改善によ

り、前中間連結会計期間比４億円（3.4%）の増益となりました。純利益

は、売上総利益の増益及び経費の減少による営業利益の増益により、前中

間連結会計期間比８億円（257.7%）の増益となりました。 

 資材・紙パルプ  ： 売上高は、ゴム関連取引の増加により、前中間連結会計期間比374億円

（9.0%）の増収となりました。売上総利益は、産業用紙及び建材関連子会

社の減益があったものの、海外パルプ事業の増益により、前中間連結会計

期間比４億円（1.5%）の増益となりました。純利益は、経費の増加により

営業利益が減益となったものの、海外パルプ製造関連会社の持分損益の改

善により、前中間連結会計期間比11億円（23.9%）の増益となりました。 

 化学品 ： 売上高は、基礎化学品及び塩ビアルカリ関連取引の増加により、前中間連

結会計期間比215億円（5.1%）の増収となりました。売上総利益は、農業

資材関連子会社の売却の影響等により、前中間連結会計期間比２億円

（1.5%）の減益となりました。純利益は、売上総利益の減益があったもの

の、経費の減少による営業利益の増益及び前中間連結会計期間にあった電

子材料関連投資の評価損の影響により、前中間連結会計期間比24億円

（239.8%）の増益となりました。 

 エネルギー ： 売上高は、石油関連取引の増加により、前中間連結会計期間比1,428億円

（11.7%）の増収となりました。売上総利益は、前中間連結会計期間比２

億円（0.4%）の減益となりました。純利益は、売上総利益の減益による営

業利益の減益があったものの、配当の増加等により、前中間連結会計期間

比44億円（31.0%）の増益となりました。 

 金属資源 ： 売上高は、主に合金鉄、鉄鋼原料関連取引の増加により、前中間連結会計

期間比169億円（3.4%）の増収となりました。売上総利益は、これらの増

収に伴う増益に加え、非鉄関連取引の利益率改善による増益により、前中

間連結会計期間比15億円（17.5%）の増益となりました。純利益は、売上

総利益の増益があったものの、前中間連結会計期間にあった債権回収によ

る貸倒引当金の取崩し益の影響による営業利益の減益により、前中間連結

会計期間比20億円（16.7%）の減益となりました。 

 輸送機・産業機械 ： 売上高は、航空機、建設機械及び紙パルプ機械関連取引を中心とした増加

により、前中間連結会計期間比462億円（15.3%）の増収となりました。売

上総利益は、建設機械関連取引を中心とした増益により、前中間連結会計

期間比28億円（10.5%）の増益となりました。純利益は、売上総利益の増

益による営業利益の増益、自動車関連事業の撤収益及び建設機械関連事業

での法人税等の減少により、前中間連結会計期間比58億円（134.2%）の増

益となりました。 

 電力 ： 売上高は、主に海外ＥＰＣ案件の増収により、前中間連結会計期間比27億

円（2.3%）の増収となりました。売上総利益は、増収による増益により、

前中間連結会計期間比26億円（21.3%）の増益となりました。前中間連結

会計期間にあった債権回収による貸倒引当金の取崩し益の影響による営業

利益の減益があったものの、純利益は、海外発電事業の売却益により、前

中間連結会計期間比１億円（2.7%）の増益となりました。 

 



  

なお、売上高については、日本の投資家の便宜を考慮して、日本の会計慣行に従い表示しております。 

  

 (2）キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による純キャッシュ・フローは、海外の資源関連の子会社を中心に営業収入が堅調だったほか、営業資

金負担が改善したこと等により前中間連結会計期間比903億円増加の706億円の収入となりました。投資活動による

純キャッシュ・フローは、主に海外電力案件等への新規投資実行により1,442億円の支出となりました。 

 以上により、当中間連結会計期間のフリーキャッシュ・フローは、735億円の支出となりました。 

 財務活動による純キャッシュ・フローは、積極的な新規投資実行のための資金需要を満たすべく短期及び長期債

務による資金調達を行った結果、425億円の収入となりました。 

 この結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末比262億円減少の3,887億円と

なりました。 

 プラント・インフラ・船舶 ： 売上高は、船舶関連取引の増加により、前中間連結会計期間比87億円

（2.9%）の増収となりました。売上総利益は、増収による増益及びリース

関連事業会社の新規連結の影響により、前中間連結会計期間比８億円

（9.7%）の増益となりました。純利益は、売上総利益の増益による営業利

益の増益及び前中間連結会計期間にあった中米事業案件のリストラ損失の

影響により、前中間連結会計期間比24億円（325.4%）の増益となりまし

た。 

 情報産業 ： 売上高は、ソリューション関連事業会社の減収により、前中間連結会計期

間比23億円（2.2%）の減収となりました。売上総利益は、減収による減益

により、前中間連結会計期間比11億円（8.3%）の減益となりました。営業

利益は、売上総利益の減益があったものの、経費の減少により横ばいとな

りました。純利益は、前中間連結会計期間にあった有価証券売却益の影響

により、前中間連結会計期間比14億円（95.4%）の減益となりました。 

 開発建設 ： 売上高は、前中間連結期間にあった大型案件の影響により、前中間連結会

計期間比381億円（41.1%）の減収となりました。売上総利益は、減収に伴

い前中間連結会計期間比45億円（24.1%）の減益となりました。純利益は、

売上総利益の減益による営業利益の減益により、前中間連結会計期間比30

億円（55.9%）の減益となりました。 

 金融・物流・新機能 ： 売上高は、国内子会社の減収により、前中間連結会計期間比14億円

（7.3%）の減収となりました。売上総利益は横ばいとなったものの、経費

の増加により、営業利益は減益となりました。純利益は、ファンド収益の

減益等により、前中間連結会計期間比 11億円（36.8%）の減益となりまし

た。 

 鉄鋼製品 ： 売上高は、前中間連結会計期間比１億円（28.1%）の増収となりました。売

上総利益は前中間連結会計期間比１億円（28.1%）の増益となりました。純

利益は、売上総利益の増益による営業利益の増益があったものの、持分損

益の減少により、前中間連結会計期間比５億円（6.5%）の減益となりまし

た。 

 海外支店・現地法人 ： 売上高は、主に米国会社での食料関連、農薬関連取引の増加及び紙販売会

社の新期連結の影響により、前中間連結会計期間比1,326億円（18.7%）の

増収となりました。売上総利益は、増収に伴い前中間連結会計期間比97億

円（22.5%）の増益となりました。純利益は、売上総利益の増益による営業

利益の増益により、前中間連結会計期間比12億円（21.9%）の増益となりま

した。 



２【仕入、成約及び売上の状況】 

(1）仕入の状況 

 仕入高と売上高との差異は僅少であるため、仕入高の記載は省略しております。売上高については「１ 業績等

の概要」及び「第５ 経理の状況」における「中間連結財務諸表に対する注記９ セグメント情報」を参照願いま

す。 

(2）成約の状況 

 成約高と売上高との差異は僅少であるため、成約高の記載は省略しております。売上高については「１ 業績等

の概要」及び「第５ 経理の状況」における「中間連結財務諸表に対する注記９ セグメント情報」を参照願いま

す。 

(3）売上の状況 

 「１ 業績等の概要」及び「第５ 経理の状況」における「中間連結財務諸表に対する注記９ セグメント情

報」を参照願います。 



３【対処すべき課題】 

(1）経営の基本方針 

 当社グループは、平成18年度からの２ヶ年の中期経営計画「“G”PLAN」を遂行しております。 

「“G”PLAN」では、経営システムの更なる強化により、磐石な「守り」の体制を敷くと同時に、当社グループの

豊富な人材が、前向き、且つ果敢にチャレンジすることで、事業領域の拡大、顧客に提供する商社機能の高度化・

多様化、更には戦略分野への積極投資といった「攻め」を実現し、当社グループの持続的な成長を成し遂げます。

 具体的には、「攻め」と「守り」のバランスを取りながら、企業の社会的責任(CSR)を重視した経営を実践する

ため、戦略分野への経営資源の重点投入（２年間で5～6,000億円の新規投融資）、ポートフォリオ・マネジメント

の継続徹底、リスクマネジメントの強化、人材の活用促進と育成、CSR・内部統制の充実、横串機能（部門間連携

等）の強化による総合力の発揮に注力いたします。計数としては、リスクアセットを株主資本内に収めつつ、連結

純利益を２年間で2,200億円、リスク・リターン10%以上、ROA２%以上、ネットD/Eレシオ２倍台、総資産５兆円程

度を目標としております。こうした施策により、当社グループは、 

 ① 顧客重視のスタンスに立ち、満足度の高い商品・サービス・機能を提供することにより、顧客との「win-

win」の関係を構築する企業グループ 

  ② 時代の変化を先取りし、弛まぬ挑戦・自己変革・価値創造により、社会に貢献しつつ、持続的成長を実現す

る企業グループ 

 ③ 優良資産の積み上げによる資産規模の拡大と効率性の追求により、安定的な収益基盤を有する企業グループ 

を目指します。 

 なお、「“G”PLAN」の詳細は、当社ホームページをご参照ください。 

(2）中期経営計画「“G”PLAN」の進捗状況 

 「“G”PLAN」の主要な計数目標に対する当中間連結会計期間の進捗状況は、次の通りとなっております。 

 (注) １ 中間連結会計期間の連結純利益にて計算しております。 

      ２ それぞれの期間において決定した新規投融資案件の資金拠出額合計であり、資金拠出が同期間以 

     降に実行されるものを含みます。 

 当中間連結会計期間の連結純利益は803億円(前中間連結会計期間連結純利益656億円)と、６期連続で増益、４期

連続で過去最高益を更新しました。この結果、「“G”PLAN」の計数目標である２年間合計2,200億円に対する進捗

率は約91%となり、極めて順調に推移しております。また、エネルギー・資源分野、海外IPPをはじめとする機械分

野等の戦略分野を中心に、当中間連結会計期間においても約1,600億円と引き続き積極的な新規投融資を決定した

ことから、当中間連結会計期間末の総資産は５兆3,085億円(前連結会計年度末比4,352億円増加)となりました。一

方、連結ネットD/Eレシオについては、連結ネット有利子負債が増加したものの、連結純利益の積み増しにより株

主資本を拡充した結果、2.50倍と前連結会計年度末並みを維持しております。引き続き、財務体質を維持・強化し

つつ、効率性を伴った収益力の拡大を実現することで、「攻め」と「守り」のバランスを維持してまいります。 

  計数目標 
前連結会計 

年度の状況 

当中間連結会計 

期間の状況  

 連結純利益 
 ２年間合計で 

2,200億円  
 1,193億円 803億円  

 総資産  ５兆円  ４兆8,733億円 ５兆3,085億円  

 株主資本  8,200億円  7,455億円 8,210億円  

 連結ネットD/Eレシオ  ２倍台  2.47倍 2.50倍  

 ROA  ２％以上  2.52％ 1.58%(注)１ 

 投融資額 
 ２年間合計で  

5～6,000億円 
 約3,000億円(注)２ 約1,600億円(注)２ 

 リスクアセット  7,500億円程度  6,425億円 7,235億円  

 リスク・リターン  10％以上  18.6％ 11.1%(注)１ 



 「“G”PLAN」における諸施策のうち新規投融資については、前連結会計年度に株式会社産業再生機構より株式

会社ダイエーの議決権付後配株式を取得したうえで、その一部をイオン株式会社に譲渡し、株式会社ダイエーも含

めた３社間で資本・業務提携を行いました。また、当中間連結会計期間にはカリブ地域にて電力事業を行う米国大

手発電卸事業者ミラント社のグループ会社を買収するなど、戦略分野への経営資源の重点投入を進めております。

一方で、ポートフォリオ・マネジメントを継続徹底し、今後の更なる収益増強に向けて、リスク・リターンを

８%から10%に引き上げ、より高いレベルで事業・ビジネスの選別を行っております。また、投融資案件のフォロー

アップ制度を見直すなど、リスクマネジメントを強化し、磐石な「守り」を堅持しております。 

 企業の社会的責任(CSR)については、環境保全、社会貢献、人権尊重など、さまざまな分野で積極的に取り組ん

でおります。平成19年８月より、当社グループの役員・社員の環境に対する意識の高揚、地球環境保全活動への参

加促進を目的として「環境意識向上キャンペーン」を開始しました。前連結会計年度から実施している外部評論家

による環境公演や環境・コンプライアンスに関するe-learning研修等を更に強化し、CSR啓発活動を推進してまい

ります。なお、活動の詳細につきましては、CSR Reportを発行し、幅広いステークホルダーにご紹介しておりま

す。内部統制については、平成16年度から財務報告の信頼性確保に焦点をあてた整備に取り組んでおりますが、グ

ループを挙げた活動を当連結会計年度も継続し、更なる充実を図っております。 

また、部門間の連携を促進し、横串機能の発揮による営業力の強化、収益機会の追求を図るため、社内横断的な

組織として前連結会計年度に社内連携委員会を設置しております。さらに、人材の活用促進・育成策として、人事

処遇制度をより職責・役割に応じた処遇が可能となるよう見直すとともに、いわゆるワーク・ライフバランスの観

点より、ファミリーサポート休暇や配偶者転勤休業制度を新設するなど、社員の働きやすい職場環境の整備・向上

に努めております。 

 以上のように、「“G”PLAN」は順調に推移しております。 

(3) 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

① 投資単位の引下げに関する考え方 

 投資単位の引下げは、より多くの投資家の市場参加を促し、株式の流動性を高め、適正な株価を形成するた

めに有用な施策の一つであると認識しております。 

② 投資単位の引下げに関する方針 

 現在、当社株式の流動性は十分確保されていると考えており、投資単位の引下げについて、特段の措置は不

要と判断しております。 

 なお、引き続き市場の要請、当社株価の水準、引下げに伴う費用等を総合的に勘案の上、検討を続けてまい

ります。 

(4) 利益配分に関する基本方針について 

 当社は、内部留保を拡充し有効活用することにより、企業価値と競争力を極大化すると同時に、株主に対する配

当を安定的に継続することが、企業としての重要な責務であると認識しております。配当については、株主への利

益還元をより明確にするため、各期の業績に連動させる考え方を取り入れ、連結配当性向15%程度を目処に決定す

ることを基本方針としております。 

  

 なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間末において当社及び連結子会社が判断したものです。 

４【経営上の重要な契約等】 

 特に記載すべき事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 特に記載すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

(1）提出会社の設備の状況 

 特に記載すべき事項はありません。 

(2）国内子会社の設備の状況 

 特に記載すべき事項はありません。 

(3）在外子会社の設備の状況 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が提出会社の連結対象会社となったため、同社の設備が当社グループ

の主要な設備となりました。同社の設備の状況は次の通りであります。 

 （注）上記の内容は、当社が当中間連結会計期間末時点で入手しうる情報に基づいた見積もりに基づいております。 

    詳細は「第５ 経理の状況」における「中間連結財務諸表に対する注記３ 企業結合」をご参照願います。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 特に記載すべき事項はありません。 

事業 会社名 設備の内容 
事業所名 
（所在地） 

従業 
員数 
（人） 

土地 
建物及び
構築物 

その他の投
下資本の帳
簿価額 
 （百万円）面積（㎡）

帳簿価額 
（百万円） 

帳簿価額 
（百万円） 

電力 
Marubeni Caribbean 

Power Holdings 

発電及び 

送・配電設備 

Jamaica Public Service 

Company 

(Kingston, Jamaica) 

1,358 5,044,635 4,029 57,848 36,702 

電力 
Marubeni Caribbean 

Power Holdings  

発電及び 

送・配電設備 

Grand Bahama Power 

Company 

(Grand Bahama,  

The Bahamas)   

195 1,669,328 ― 12,951 8,849 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 4,300,000,000 

計 4,300,000,000 

種類 
中間会計期間末  
現在発行数(株) 

（平成19年９月30日） 

提出日現在    
発行数(株) 

（平成19年11月30日） 
上場金融商品取引所名 内容 

普通株式 1,734,916,816 1,734,916,816 

  

東京、名古屋、 

大阪各証券取引所 

（市場第一部） 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式 

計 1,734,916,816 1,734,916,816 ― ― 

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

 平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 

 普通株式 
  

 ─ 

 普通株式 
  

1,734,916,816 

  
 

 ─ 

  
 

262,686 

  
 

 ─ 

  
  

88,729 



(5）【大株主の状況】 

（注）１ 所有株式数は、千株未満を切り捨てして表示しております。  

２ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）の所有株式は、すべて各社が年金信託等の信託を受けている株式です。  

３ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社他６社の共同保有者から、各社が連名

で関東財務局長宛に提出した平成19年９月７日付大量保有報告書の変更報告書の写しの送付を受けて

おり、平成19年８月31日現在で79,697千株の株券等を保有している旨の報告を受けておりますが、当

社として当中間会計期間末現在における実質保有状況の確認ができないため、平成19年９月30日現在

の株主名簿に基づき記載しております。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 101,239 5.84 

 日本マスタートラスト 

 信託銀行株式会社（信託口） 
 東京都港区浜松町二丁目11番３号 98,769 5.69 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 59,011 3.40 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 51,859 2.99 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 43,085 2.48 

ステート ストリート バンク

アンド トラスト カンパニー

５０５１０３ 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室） 

P.O.BOX 351 

BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

34,581 1.99 

株式会社みずほ 

コーポレート銀行 
東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 30,000 1.73 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 

日本生命証券管理部内 
26,000 1.50 

ラボバンク ネーデルランド 

トーキヨー ブランチ 

（常任代理人 株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行） 

東京都千代田区大手町一丁目７番２号  

東京サンケイビル16階 

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 

決済事業部） 

24,479 1.41 

ステート ストリート バンク

アンド トラスト カンパニー 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室） 

P.O.BOX 351  

BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

23,853 1.37 

計 ― 492,878 28.41 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が52,000株（議決権52個）含まれて

おります。 

２ 「単元未満株式」の欄には、次の通り２社所有の相互保有株式合計1,301株及び当社所有の自己株式701株が

含まれております。 

     丸住製紙株式会社  780株        丸倉化成株式会社  521 株      

  

②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あります。

なお、当該株式数は上記「① 発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれております。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

1,488,000 

― 
権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式 
（相互保有株式） 

普通株式 

216,000 

― 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 （注）１ 

1,728,569,000 
1,728,569 同上 

単元未満株式 
普通株式 （注）２ 

4,643,816 
― 同上 

発行済株式総数 1,734,916,816 ― ― 

総株主の議決権 ― 1,728,569 ― 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義  
所有株式数
（株） 

他人名義  
所有株式数
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

丸紅株式会社 

（自己保有株式） 

東京都千代田区大手町

一丁目４番２号 
1,488,000 ― 1,488,000 0.09 

丸住製紙株式会社

（相互保有株式） 

愛媛県四国中央市川之

江町826番地 
136,000 ― 136,000 0.01 

丸倉化成株式会社 

（相互保有株式） 

大阪府羽曳野市川向

2060-1 
80,000 ― 80,000 0.00 

計 ― 1,704,000 ― 1,704,000 0.10 



２【株価の推移】 

【当中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 上記の株価は、東京証券取引所市場第一部における市場相場であります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 730 855 1,046 1,212 1,157 1,076 

最低（円） 685 727 860 1,006 825 851 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）第87条（平成14年内閣府令第12号附則第４項適用）の規定

により、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（以下「米国会計基準」という。）に準拠し

て作成しております。 

 当社は昭和49年10月にアムステルダム証券取引所、同年11月にデュッセルドルフ証券取引所及びフランクフル

ト証券取引所に預託証券を上場させるため、米国会計基準による連結財務諸表の作成を開始致しました。 

 旧大蔵省の届出におきましては昭和53年３月13日付けにて、「連結財務諸表規則取扱要領第86に基づく承認申

請書」を大蔵大臣に提出し、米国会計基準による連結財務諸表提出の承認申請を行い、同年３月29日付け蔵証第

462号にて承認され、昭和53年３月期より証券取引法による有価証券報告書の添付書類として米国会計基準による

連結財務諸表の提出を開始し現在に至っております。 

 なお、当社は米国証券取引委員会への上場登録は行っておりません。 

 また、金額の表示は、百万円未満を四捨五入して記載しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。 

 また、金額の表示は、百万円未満を四捨五入して記載しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）及び前中間会計期間（自平成18年４

月１日 至平成18年９月30日）は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また、当中間連結会計期間（自平成19年

４月１日 至平成19年９月30日）及び当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）は金融商品取

引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中間財務諸表について、新日本監査法人

の中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日現在）

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日現在）

区分 
注記 
番号 

 金額（百万円）
構成比 
（％） 

 金額（百万円）
構成比 
（％） 

 金額（百万円） 
構成比 
（％） 

資産の部      

流動資産      

現金及び現金同等物 ２,10 326,649 388,730  414,952 

定期預金 ５,10 25,734 32,162  20,010 

有価証券 ２,４,10 21,803 13,360  26,693 

営業債権 ２,５,11    

受取手形   124,264 91,954  107,930 

売掛金   1,015,144 1,167,318  1,032,790 

関連会社に対する債権   85,684 74,890  85,799 

貸倒引当金   △17,651 △13,881  △16,332 

たな卸資産 ２,５ 417,746 444,511  420,533 

前渡金   148,117 227,385  214,067 

繰延税金  ２ 38,601 36,981  43,715 

前払費用及びその他の流動資産   191,145 193,229  152,435 

（流動資産合計）   2,377,236 50.64 2,656,639 50.05 2,502,592 51.36

投資及び長期債権      

関連会社に対する投資及び債権 ２,５ 438,416 586,509  504,501 

投資有価証券及びその他の投資 ２,４, 
５,10 542,681 625,014  603,545 

長期営業債権及び長期貸付金 
－前受利息控除後 

２,５, 
10,11 177,650 124,010  121,138 

貸倒引当金  ２ △70,437 △53,817  △51,337 

賃貸固定資産－減価償却累計額 
（前中間連結会計期間末 59,028 
百万円、当中間連結会計期間末 
65,027百万円、前連結会計年度末 
62,331百万円）控除後 

２,５,11 

 
  

 
  

159,001

  
 

  
174,911

 

  
  

  
  

171,115 

（投資及び長期債権合計）   1,247,311 26.57 1,456,627 27.44 1,348,962 27.68

有形固定資産 ２,５    

土地   183,961 182,750  169,447 

建物及び構築物   311,958 396,083  309,358 

機械及び装置   609,073 721,143  644,696 

鉱業権   16,733 17,108  16,315 

    1,121,725 1,317,084  1,139,816 

減価償却累計額   △373,967 △448,971  △408,364 

（有形固定資産合計）   747,758 15.93 868,113 16.35 731,452 15.01

前払年金費用  ２ 61,872 1.32 21,338 0.40 21,642 0.44

繰延税金  ２ 54,925 1.17 59,760 1.13 53,088 1.09

無形固定資産  ２ 90,138 1.92 100,281 1.89 86,654 1.78

のれん  ２ 26,630 0.57 46,905 0.88 35,794 0.73

その他の資産  ５ 88,623 1.88 98,873 1.86 93,120 1.91

資産合計   4,694,493 100.00 5,308,536 100.00 4,873,304 100.00

 



    前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日現在）

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日現在）

区分 
注記 
番号 

 金額（百万円）
構成比 
（％） 

 金額（百万円）
構成比 
（％） 

 金額（百万円） 
構成比 
（％） 

負債及び資本の部      

流動負債      

短期借入金 ５,10 273,648 258,204  170,423 

一年以内に期限の到来する 
長期債務 

５,10 176,680 84,260  164,485 

営業債務      

支払手形  ５ 209,958 194,573  210,151 

買掛金   768,098 894,064  762,520 

関連会社に対する債務   44,854 46,375  52,288 

前受金   126,646 214,851  204,489 

未払法人税等   21,016 19,624  17,219 

繰延税金  ２ 3,101 5,214  4,632 

未払費用及びその他の流動負債  ５ 294,690 288,669  294,059 

（流動負債合計）   1,918,691 40.87 2,005,834 37.79 1,880,266 38.58

長期債務 ５,10 2,006,702 42.75 2,328,372 43.86 2,130,137 43.70

退職給付債務  ２,６ 9,844 0.21 15,643 0.29 12,075 0.25

繰延税金  ２ 26,036 0.55 44,022 0.83 29,987 0.62

少数株主持分   47,020 1.00 93,619 1.76 75,385 1.55

約定及び偶発債務  ２,12    

資本      

資本金（優先株式）      

第一種 授権株式数      

 前中間連結会計期間末－100,000,000株      

 当中間連結会計期間末－      －株      

 前連結会計年度末－  100,000,000株      

発行済株式数      

 前中間連結会計期間末－ 75,500,000株 

 (残余財産分配優先権総額 75,500百万円) 
     

 当中間連結会計期間末－      －株 

（残余財産分配優先権総額    －百万円) 
     

 前連結会計年度末－       －株 

（残余財産分配優先権総額    －百万円) 
  
  30,250   －

 
  

  
－  

第二種 授権株式数      

 前中間連結会計期間末－100,000,000株      

 当中間連結会計期間末－      －株      

 前連結会計年度末－  100,000,000株      

資本金（普通株式）      

授権株式数 
     4,300,000,000株 

     

発行済株式数      

前中間連結会計期間末－1,633,576,791株 
  

     

 当中間連結会計期間末－1,734,916,816株 
  

     

 前連結会計年度末－    1,734,916,816株 
  

  
  

232,436
   

262,686
 

 
  

262,686 
   

 



「中間連結財務諸表に対する注記」参照 

    前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日現在）

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日現在）

区分 
注記 
番号 

 金額（百万円）
構成比 
（％） 

 金額（百万円）
構成比 
（％） 

 金額（百万円） 
構成比 
（％） 

資本剰余金   155,904   155,909   155,905  

利益剰余金   250,625   367,079   298,011  

その他の包括損益累計額 ７            

有価証券正味未実現損益 ４ 84,131   93,337   102,899  

外貨換算調整勘定   △58,637   △16,205   △39,547  

デリバティブ正味未実現損益   △6,391   △15,162   △6,410  

追加年金最小負債   △1,717   －   －  

退職給付債務調整額   －   △25,928   △27,603  

自己株式              

前中間連結会計期間末－   16,352,097株 
 (普通株式 1,352,097株,
優先株式 15,000,000株)

     

当中間連結会計期間末－    1,664,383株 
(普通株式  1,664,383株,
優先株式     －株)

     

前連結会計年度末－        1,483,567株 
(普通株式 1,483,567株,
優先株式     －株)

   
△401

 
△670

 
  
  

△487 

（資本合計）   686,200 14.62 821,046 15.47 745,454 15.30

負債及び資本合計   4,694,493 100.00 5,308,536 100.00 4,873,304 100.00



②【中間連結損益計算書】 

「中間連結財務諸表に対する注記」参照 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

対収益比 
（％） 

金額 
（百万円） 

対収益比 
（％） 

金額 
（百万円） 

対収益比 
（％） 

収益：      

商品の販売等に係る収益   1,718,982 1,913,448  3,467,925 

サービスに係る手数料等   88,583 100,635  190,930 

収益合計 ２ 1,807,565 100.00 2,014,083 100.00 3,658,855 100.00 

  売上高   

  前中間連結会計期間：4,686,738百万円   

  当中間連結会計期間：5,096,961百万円   

  前連結会計年度  ：9,554,943百万円   

２,９ 

   

商品の販売等に係る原価   1,542,549 85.34 1,732,683 86.03 3,127,684 85.48

売上総利益 ９ 265,016 14.66 281,400 13.97 531,171 14.52

その他の収益・費用（△）：      

販売費及び一般管理費   △174,898 △185,325  △365,291 

貸倒引当金繰入額   732 △474  △860 

受取利息   11,630 13,903  24,179 

支払利息   △26,853 △32,691  △56,908 

受取配当金   4,218 12,301  20,705 

有価証券評価損 ４ △4,167 △1,239  △11,116 

有価証券売却損益 ４ 10,532 9,953  24,099 

固定資産損益   △2,797 773  △18,951 

持分法による投資損益  ９ 23,652 23,650  44,880 

その他の損益－純額 ２ △29 1,045  1,907 

その他の収益・費用（△）合計   △157,980 △8.74 △158,104 △7.85 △337,356 △9.22

法人税等及び少数株主損益前利益   107,036 5.92 123,296 6.12 193,815 5.30

法人税等： ２    

当期   30,198 24,535  53,910 

繰延   7,732 15,186  14,295 

法人税等合計   37,930 2.10 39,721 1.97 68,205 1.86

       

少数株主損益前利益   69,106 3.82 83,575 4.15 125,610 3.43

少数株主損益   △3,461 △3,239  △6,261 

中間（当期）純利益   65,645 3.63 80,336 3.99 119,349 3.26

優先株式配当金 ８ 605 －  605 

優先株式配当金控除後中間（当期）純利益 ８ 65,040 3.60 80,336 3.99 118,744 3.25

基本的１株当たり中間（当期）純利益 ８ 40.40円 46.35円 72.41円 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 ８ 37.87円 － 68.85円 



③【中間連結資本勘定増減表】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

資本金（優先株式）     

期首残高 37,750 ― 37,750 

普通株式への転換 △7,500 ― △37,750 

中間期末（期末）残高 30,250 ― ― 

資本金（普通株式）     

期首残高 224,936 262,686 224,936 

優先株式の転換による株式発行 7,500 ― 37,750 

中間期末（期末）残高 232,436 262,686 262,686 

資本剰余金     

期首残高 155,903 155,905 155,903 

自己株式処分差益 1 4 2 

中間期末（期末）残高 155,904 155,909 155,905 

利益剰余金     

期首残高 193,772 298,011 193,772 

中間（当期）純利益 65,645 65,645 80,336 80,336 119,349 119,349

現金配当 
－普通株式及び優先株式 

△8,792 △11,268 △15,110 

中間期末（期末）残高 250,625 367,079 298,011 

その他の包括損益累計額 ７     

期首残高 51,752 29,339 51,752 

有価証券正味未実現損益 
－中間（当期）純利益への組替
修正後 

４   △24,904 △9,562   △6,136

外貨換算調整勘定 
－中間（当期）純利益への組替
修正後 

  △5,187 23,342   13,903

デリバティブ正味未実現損益 
－中間（当期）純利益への組替
修正後 

  △4,275 △8,752   △4,294

追加年金最小負債   ― ―   △834

退職給付債務調整額   ― 1,675   ―

その他の包括損益計 
－税効果考慮後 

△34,366 △34,366 6,703 6,703 2,639 2,639

包括損益計   31,279 87,039   121,988

基準書第158号の適用による調整
－税効果考慮後 

― ― △25,052 

中間期末（期末）残高 17,386 36,042 29,339 

自己株式     

期首残高 △326 △487 △326 

自己株式の取得及び売却 △75 △183 △161 

中間期末（期末）残高 △401 △670 △487 



その他の包括損益純額の内訳 

「中間連結財務諸表に対する注記」参照 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

項目 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

有価証券正味未実現損益       

中間（当期）発生額 △22,132 △7,443 △1,083 

中間（当期）純利益への組替修正額 △2,772 △2,119 △5,053 

純額 △24,904 △9,562 △6,136 

外貨換算調整勘定       

中間（当期）発生額 △4,553 22,036 11,062 

中間（当期）純利益への組替修正額 △634 1,306 2,841 

純額 △5,187 23,342 13,903 

デリバティブ正味未実現損益       

中間（当期）発生額 △5,535 △10,904 △6,659 

中間（当期）純利益への組替修正額 1,260 2,152 2,365 

純額 △4,275 △8,752 △4,294 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日）

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

営業活動   

中間（当期）純利益   65,645 80,336 119,349

営業活動による純キャッシュ・フローへ
の調整 

  

減価償却費等   46,569 43,182 101,145

貸倒引当金繰入額   △732 474 860

持分法による投資損益 
（受取配当金控除後） 

  △9,312 △7,151 △19,022

有価証券損益   △6,365 △8,714 △12,983

固定資産損益   2,797 △773 18,951

繰延税金   7,732 15,186 14,295

営業活動に係る資産・負債の増減   

受取手形及び売掛金   △171,126 △69,928 △118,336

たな卸資産   △25,034 △5,728 △24,106

前渡金・前払費用及びその他の資産   △47,459 △43,282 △60,414

前払年金費用   21,812 304 25,886

支払手形及び買掛金   68,848 57,423 59,308

前受金・未払費用及びその他の負債   15,570 694 55,539

未払法人税等   4,539 428 383

その他   6,829 8,176 △8,780

営業活動による純キャッシュ・フロー   △19,687 70,627 152,075

 



「中間連結財務諸表に対する注記」参照 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日）

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

投資活動   

定期預金の純増減額   △3,896 △4,816 2,050

売却可能有価証券の売却による収入    7,090 4,211 13,922

売却可能有価証券の償還による収入   ― 5,055 ―

売却可能有価証券の購入による支出   △7,909 △17,217 △25,241

満期保有有価証券の償還による収入    6,000 ― 6,000

関連会社に対する投資の売却による収入    516 11,321 51,892

関連会社に対する投資の取得による支出    △93,887 △84,524 △100,890

その他の投資等の売却による収入   55,049 30,990 60,111

その他の投資等の取得による支出   △27,736 △70,992 △103,084

有形固定資産及び賃貸固定資産の売却 
による収入 

  13,496 5,921 22,728

有形固定資産及び賃貸固定資産の購入 
による支出 

  △33,224 △45,091 △66,274

貸付金の回収による収入   25,780 50,376 57,341

貸付金の貸付による支出   △8,671 △29,391 △53,702

投資活動による純キャッシュ・フロー   △67,392 △144,157 △135,147

財務活動   

短期借入金の純増減額   △65,211 31,828 △169,837

長期債務による調達   396,336 190,826 659,300

長期債務の返済   △274,227 △166,592 △444,531

現金配当－普通株式及び優先株式   △8,792 △11,268 △15,110

自己株式の取得及び売却   △74 △179 △159

その他   △1,569 △2,152 △4,844

財務活動による純キャッシュ・フロー   46,463 42,463 24,819

為替相場の変動の現金及び現金同等物に 
与える影響 

  △1,671 4,845 4,269

現金及び現金同等物の純増減額   △42,287 △26,222 46,016

現金及び現金同等物の期首残高   368,936 414,952 368,936

現金及び現金同等物の中間期末（期末） 
残高 

  326,649 388,730 414,952



キャッシュ・フローに関する補足情報 

「中間連結財務諸表に対する注記」参照 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日）

  金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

年間支出額 

支払利息 27,657 30,985 58,864

法人税等 27,319 23,893 55,242

キャッシュ・フローを伴わない投資活動 

交換による資産の取得 

取得した資産の公正価額 563 131 11,925

交換に供した資産の帳簿価額  47 ― 11,481



中間連結財務諸表の作成方法等について 

 当社の中間連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（以下「米国会計基準」とい

う。）に準拠して作成しております。米国会計基準は米国公認会計士協会の会計研究公報（Accounting Research 

Bulletins）、同協会の会計原則審議会の意見書（Opinions of the Accounting Principles Board）及び米国財務会計基

準審議会の基準書（Statements of Financial Accounting Standards Board）等からなっております。 

 本邦の中間連結財務諸表作成基準及び中間連結財務諸表規則に準拠して作成する場合との主要な相違の内容は次の通り

であり、金額的に重要性のある項目については、法人税等及び少数株主損益前利益（以下「連結税引前利益」という。）

に対する影響額を併せて開示しております。 

(1）中間連結財務諸表の構成 

 当社の中間連結財務諸表は、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結資本勘定増減表、中間連結 

キャッシュ・フロー計算書及び注記により構成されております。 

(2）会計処理基準及び表示の方法 

(イ）有価証券 

 負債証券及び市場性のある持分証券は、売買目的有価証券、満期保有目的有価証券及び売却可能有価証券に分類

し、売買目的有価証券及び売却可能有価証券は公正価値により計上し、満期保有目的有価証券は償却原価法により計

上しております。売買目的有価証券に係る未実現損益は有価証券売却損益に含めております。売却可能有価証券に係

る取得原価と公正価値との評価差額は、税効果を考慮後、中間連結貸借対照表上、その他の包括損益累計額に含めて

表示しております。なお、売却可能有価証券の実現損益は有価証券売却損益に、一時的でないと判断される価値の減

損は有価証券評価損に計上しております。 

 また、被投資会社の合併に伴う新旧株式の交換につき交換損益を計上しております。 

 当該処理については、主に過年度における本邦会計基準との相違により、当中間連結会計期間及び当連結会計年度

以降も引き続き連結税引前利益に対し影響を及ぼすこととなります。 

 これらの会計処理による当中間連結会計期間及び前連結会計年度の連結税引前利益に対する影響額は、それぞれ、

111百万円（損失）及び309百万円（利益）であります。なお、前中間連結会計期間の連結税引前利益に対する影響額

に重要性はありません。 

(ロ）現金同等物 

 現金同等物には、取得時の満期日が３ヶ月以内の定期預金、譲渡性預金及び売戻し条件付きの有価証券を含めてお

ります。 

(ハ）営業債権債務 

 通常の取引に基づき発生した営業上の債権債務（ただし、破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債

権で１年以内に回収されないことが明らかなものを除く）については、本邦会計基準では流動項目として表示します

が、当社の中間連結財務諸表及び連結財務諸表においては、その決済期日が貸借対照表日から起算し１年を超えるも

のを非流動項目として区分表示しております。 

(ニ）のれん及びその他の無形固定資産 

 企業結合から生じるのれん、有効期間がない無形固定資産、及び関連会社に対する投資に含まれているのれんにつ

いては償却を行っておりません。本会計処理による前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度の

連結税引前利益に対する影響額は、それぞれ、1,049百万円（利益）、2,065百万円（利益）及び3,339百万円（利

益）であります。 

 なお、企業結合から生じるのれん、有効期間がない無形固定資産については、少なくとも年に一度、減損の有無を

検討しております。 

(ホ）資産の除却債務 

 長期性資産の除却に関する法的債務を、当該債務の発生時の公正価値で認識しております。また、負債の当初認識

時において、その原価は関連する長期性資産の一部として取得原価に算入し、その耐用年数にわたって償却しており

ます。本会計処理による当中間連結会計期間及び前連結会計年度の連結税引前利益に対する影響額は、それぞれ、

218百万円（損失）及び433百万円（損失）であります。前中間連結会計期間の連結税引前利益に対する影響額に重要

性はありません。 

(ヘ）圧縮記帳 

 有形固定資産の圧縮記帳については、圧縮記帳がなかったものとして処理しております。本会計処理による前中間

連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度の連結税引前利益に対する影響額は、それぞれ、256百万円

（損失）、134百万円（損失）及び626百万円（損失）であります。 



(ト）年金会計 

 退職一時金及び退職年金に係る会計処理については、米国財務会計基準審議会の基準書第87号「事業主の年金会

計」及び基準書第158号「確定給付型年金及びその他の退職後給付制度に関する事業主の会計」に基づいておりま

す。これらの会計処理による前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度の連結税引前利益に対す

る影響額は、それぞれ、909百万円（利益）、1,690百万円（利益）及び1,817百万円（利益）であります。 

(チ）新株予約権 

 旧商法に基づき発行した新株引受権付社債の手取額のうち、新株引受権に対応する価額は、発行時に資本剰余金に

計上しております。 

(リ）デリバティブ及びヘッジ損益 

 本邦会計基準において、特定の場合、満期保有目的債券をヘッジ対象とする金利スワップ等は、時価評価しないこ

とが認められておりますが、当社はこれを時価評価のうえ時価評価差額を損益処理しております。また、本邦会計基

準においては為替予約等に関して振当処理が認められておりますが、当社はこれを時価評価のうえ時価評価差額を損

益処理しております。これらの会計処理による前中間連結会計期間及び前連結会計年度の連結税引前利益に対する影

響額は、それぞれ、231百万円（利益）及び234百万円（利益）であります。当中間連結会計期間の連結税引前利益に

対する影響額に重要性はありません。 

(ヌ）リース 

 売却後引続き賃貸借契約に基づき継続使用する不動産については、不動産の売却損益を賃借期間に亘り期間按分し

て認識しております。買い戻し条件のある売買について過年度の処理に関し日米差異が発生しております。また、本

邦会計基準において、特定の場合、所有権移転外ファイナンス・リース取引を通常の賃貸借取引に係る方法に準じて

会計処理を行うことが認められておりますが、当社は、これをファイナンス・リース取引として会計処理しておりま

す。これらの会計処理による前中間連結会計期間及び前連結会計年度の連結税引前利益に対する影響額は、それぞ

れ、598百万円（利益）及び587百万円（利益）であります。当中間連結会計期間の連結税引前利益に対する影響額に

重要性はありません。 

(ル）金融資産の譲渡 

 適格ではない特定目的企業への金融資産の譲渡は、売却として処理されないため、一定の要件を満たすまで譲渡損

益を繰り延べております。本会計処理による当中間連結会計期間の連結税引前利益に対する影響額は、3,868百万円

（損失）であります。前中間連結会計期間及び前連結会計年度の連結税引前利益に対する影響額に重要性はありませ

ん。 

(ヲ）少数株主持分の表示  

 少数株主持分は、中間連結貸借対照表上、資本から独立した項目として表示しております。 



中間連結財務諸表に対する注記 

１ 事業内容及び中間連結財務諸表の基本事項 

事業内容 

 当社及び連結子会社は、総合商社である当社を中心として、内外物資の輸出入（外国間取引を含む）及び国内取引を

主要業務とし、ほかに建設・不動産業務、各種サービス業務、内外事業投資などを行っております。その営業品目は、

機械、エネルギー、金属、化学品、物資、食料、繊維、開発建設、情報産業関連その他の分野において、広範な商品・

役務にわたっております。 

  

中間連結財務諸表の基本事項  

  当社は本邦で設立され、その会計帳簿及び財務諸表は日本円で表示されております。この中間連結財務諸表は本邦で

公表されている個別中間財務諸表と相違する点があります。すなわち、この中間連結財務諸表は財政状態、経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して表示するため

に、中間連結財務諸表作成の手続の他、当社の会計帳簿に記録されていないいくつかの修正を加えております。主な修

正項目は以下の通りであります。 

  (1)  契約当事者における収益の総額表示と代理人における収益の純額表示 

  (2) 有価証券に係る会計処理 

     (3) 現金同等物の表示 

     (4) 営業債権債務の表示  

  (5) のれん及びその他の無形固定資産に係る会計処理 

  (6) 資産の除却債務に係る会計処理 

  (7) 圧縮記帳に係る会計処理 

  (8) 年金会計 

  (9) 新株予約権に係る会計処理 

 (10) デリバティブ及びヘッジ損益に係る会計処理 

 (11) リースに係る会計処理 

 (12) 金融資産の譲渡に係る会計処理 

  (13) 少数株主持分の表示 

２ 重要な会計方針 

連結 

 中間連結財務諸表は、当社及び当社が直接・間接に議決権の過半数を所有する国内外の子会社、並びに当社及び子会

社が主たる受益者となる変動持分事業体（以上を合わせて、当社及び連結子会社という）の各勘定を連結しておりま

す。変動持分事業体とは、米国財務会計基準審議会の解釈指針第46号「変動持分事業体の連結－会計研究公報第51号の

解釈」（平成15年12月改訂版）の規定に基づくものであります。同解釈指針では、変動持分事業体の活動から生じる予

想損失の過半を負担する義務を負う、又は期待残余利益の過半を享受する企業を主たる受益者と呼び、その変動持分事

業体を連結することを要求しております。また、主たる受益者以外の変動持分保有者についても、重要な変動持分事業

体の開示を要求しております。 

 重要な内部取引及び勘定は消去されております。 

 連結子会社及び関連会社の第三者割当増資等に伴う持分率の低下による持分の変動額については、発生時に損益とし

て認識しております。 

 決算期が12月末あるいは12月末以降である一部の連結子会社については、決算期を当社の決算期である３月末とみな

して連結しております。これらの連結子会社の中間決算期である６月末あるいは６月末以降と当社の中間決算期である

９月末との間に、中間連結財務諸表に開示すべき重要な事項はありません。 

見積りの使用 

 中間連結財務諸表の作成にあたっては、期末時点での資産・負債の計上、偶発資産・偶発債務の開示及び期中の収

益・費用の計上を行うため、必要に応じて会計上の見積り又は仮定を用いております。この会計上の見積り又は仮定

は、その性質上不確実であり、実際の結果と異なる可能性があります。中間連結財務諸表に重要な影響を与える会計上

の見積り又は仮定は、貸倒引当金、有価証券の評価、長期性資産の減損、繰延税金資産、退職給付債務等であります。



外貨換算 

 海外連結子会社及び関連会社の財務諸表の換算については、資産及び負債は期末日の為替レートで円貨に換算し、収

益及び費用は対応する会計期間の平均為替レートで円貨に換算しております。この結果生じる換算差額は、外貨換算調

整勘定としてその他の包括損益累計額に計上しております。外貨建の金銭債権債務は、期末日の為替レートにて円貨に

換算しており、この結果生じる換算差額は損益認識しております。 

現金同等物 

 現金同等物には、取得時の満期日が３ヶ月以内の定期預金、譲渡性預金及び売戻し条件付きの有価証券を含めており

ます。 

有価証券 

 当社及び連結子会社は、有価証券の取得時に、それらを売買目的有価証券、満期保有目的有価証券、又は売却可能有

価証券に分類しております。 

売買目的有価証券 

 売買目的有価証券は、短期間の市場価格の動向によって売却することを目的として保有されております。売買目的有

価証券は主に市場性のある持分証券であり、その公正価値により計上しております。売買目的有価証券に係る損益は有

価証券売却損益に含めております。 

満期保有目的有価証券 

 負債証券は、当社及び連結子会社が満期まで保有する積極的な意思及び能力を持つ場合に満期保有目的有価証券とし

て分類しており、満期保有目的有価証券は、償却原価法によって満期日までのプレミアム及びディスカウントの償却を

修正した上で計上しております。当該償却額は受取利息に含めております。満期保有目的有価証券として分類された有

価証券に係る利息は受取利息に含めております。また、満期保有目的有価証券の一時的でないと判断される価値の減損

は有価証券評価損に含めております。 

売却可能有価証券 

 売買目的有価証券に分類されない市場性のある持分証券、及び売買目的有価証券又は満期保有目的有価証券に分類さ

れない負債証券は売却可能有価証券に分類し、公正価値で評価した後、税効果考慮後の正味未実現損益を中間連結貸借

対照表上、その他の包括損益累計額に含めて表示しております。この区分における負債証券の原価は満期日までのプレ

ミアム及びディスカウントの償却を加味しております。当該償却額は受取利息に含めております。売却可能有価証券の

実現損益は有価証券売却損益に、一時的でないと判断される価値の減損は有価証券評価損に含めております。売却可能

有価証券の実現損益は平均原価に基づいて算出しております。売却可能有価証券に係る利息及び配当はそれぞれ受取利

息及び受取配当金に含めております。 

たな卸資産 

 商品、製品及び販売用不動産等のたな卸資産は、取得原価（主に個別法又は移動平均法）と時価（通常は再調達原

価）とのいずれか低い価額で計上されております。 

 なお、前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末の販売用不動産の金額はそれぞれ69,758

百万円、82,229百万円及び77,294百万円であります。 

投資 

 関連会社（当社及び連結子会社が議決権の20％以上50％以下を保有している会社及び20％未満の保有であっても重要

な影響力を行使し得る会社）に対する投資額は、通常、取得原価に取得時以降の未分配利益及び未処理損失に対する持

分相当額を調整した価額により計上されております。また、関連会社から受け取った配当金については、関連会社に対

する投資より減額しております。関連会社に対する投資額のうち、投資時に時価純資産持分を超過した部分について

は、のれんとして投資簿価に含めており、償却を行っておりません。また、一時的でない価値の下落が生じている関連

会社への投資については、公正価額まで減額し、減損を認識しております。 

 その他の投資は取得原価で計上しておりますが、一時的でないと判断される価値の下落については修正しておりま

す。 



貸付金等及び貸倒引当金 

 貸付金等は、取得原価により計上しております。 

 当社及び連結子会社は、貸付金等の信用リスクを評価するに当たって、貸付金等の債務者及び地域等が有する潜在的

なリスクに基づき分類しております。それにより、減損の対象となる貸付金等に対する貸倒引当金は、当該貸付金等の

予想キャッシュ・フローを当初の実効利子率で割り引いた現在価値又はその担保の公正価値に基づき計上しておりま

す。前記に該当しない一般債権については、過去の経験等を考慮に入れて算定される信用リスク区分毎の貸倒実績率に

より、貸倒引当金を計上しております。また、減損した貸付金のうち、法的整理等が実施されたものについては、直接

減額しております。 

 減損した貸付金等に関する入金は、当該貸付金等の回収可能性を判断して、元本の回収又は受取利息として処理して

おります。貸付金等の金利を不計上とする基準は、決済期日から180日を超えたものとしております。また、相手先と

のリスケジュールの合意及び契約の締結がなされ、かつ信頼性の高いものについて金利を再計上しております。 

 なお、債権管理方針として、決済期日から90日を超えた債権については、期日超過債権として、管理・牽制を強化し

ております。また、90日超滞留している貸付金等のうち、未収金利を計上しているものに重要性はありません。 

リース 

 当社及び連結子会社は、直接金融リース及びオペレーティング・リースによる固定資産の賃貸事業を行っておりま

す。直接金融リースでは、リース期間にわたり純投資額に対して一定の利率にて未稼得収益を取り崩すことにより収益

として認識しております。オペレーティング・リースに係る収益は、リース期間にわたり均等に認識しております。 

 また当社及び連結子会社は、キャピタル・リース及びオペレーティング・リースにより固定資産を賃借しておりま

す。キャピタル・リースでは、リース期間にわたりキャピタル・リース債務に対して一定の利率にて支払利息を認識し

ております。リース資産の減価償却費は、リース期間にわたり定額法により費用として認識しております。オペレー 

ティング・リースに係る費用は、リース期間にわたり均等に認識しております。 

減価償却 

 有形固定資産（賃貸固定資産を含む）の減価償却は、当該資産の見積耐用年数に基づき定率法、又は定額法で算出さ

れております。なお、耐用年数は概ね２～50年であります。 

 鉱業権の減価償却は、10～30年の見積耐用年数に基づき定額法又は生産高比例法を適用しております。 

 ソフトウェアの減価償却は、見積耐用年数に基づき定額法で算出されております。 

鉱業権 

 中間連結貸借対照表上、鉱業権を有形固定資産及び減価償却累計額に含めて開示しております。 

長期性資産（のれん及びその他の無形固定資産を除く） 

 当社及び連結子会社が保有使用している長期性資産については、簿価が回収できない可能性を示す事象や状況の変化

が生じた場合に、資産の簿価と予想キャッシュ・フローの総額を比較し、簿価が回収できないと判定された場合は公正

価額に基づき評価損を計上しております。また、処分予定の長期性資産については、簿価と公正価額（売却費用差引

後）とのいずれか低い価額で計上しております。 

企業結合 

 当社及び連結子会社は、すべての企業結合につきパーチェス法により処理しております。また、企業結合によって取

得した無形固定資産をのれんとその他の無形固定資産に分離して認識・開示しております。 

のれん及びその他の無形固定資産 

 のれん及び有効期間がない無形固定資産については償却を行わず、少なくとも年に一度、減損の有無を検討しており

ます。さらに、二段階評価に基づいて減損テストを実施しております。減損テストの第一段階は、減損の兆候の検討で

あり、第二段階は、第一段階で発見された減損の兆候に対する減損金額の測定であります。 

 また、有効期間を有する無形固定資産については、見積有効期間にわたって償却するとともに、減損処理の要否を検

討しております。 



退職給付 

 平成18年９月に、米国財務会計基準審議会は、基準書第87号、第88号、第106号及び第132号（改訂版）を修正する基

準書第158号「確定給付型年金及びその他の退職後給付制度に関する事業主の会計」を公表しました。基準書第158号

は、確定給付型年金及びその他の退職後給付制度（以上を合わせて、退職後給付制度という）を実施している事業主

に、退職後給付制度の積立状況を連結貸借対照表で認識し、年金資産の公正価値及び予測給付債務を連結会計年度末日

現在で測定するとともに、追加の開示を行うことを要求しております。 

 平成19年３月31日に当社は、基準書第158号の認識及び開示に関する規定を適用しました。同基準書の適用による、

当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末における当社の財政状態に与える影響は、それぞれ当中間連結財務諸表及

び前連結財務諸表に反映されております。同基準書が前中間連結会計期間末の当社の財政状態に与える影響はありませ

ん。   

  

収益の認識基準及び売上高 

 当社及び連結子会社の関与する取引には、仕切取引、代行取引等種々の形態があります。代行取引においては買主と

売主との間で直接に取引代金の決済が行われ、当社及び連結子会社は、買主と売主のいずれか一方、もしくは両方から

手数料を受け取っております。 

 当社及び連結子会社は、商品の販売、サービスの提供及び商取引の仲介等により利益を得ております。法的に契約当

事者として取引に関与する場合においても、米国財務会計基準審議会の発生問題専門委員会報告第99－19号「契約当事

者における収益の総額表示と代理人における収益の純額表示」により純額表示を要請されることがあります。当社及び

連結子会社が主たる義務を負う者に該当せず、全般的な在庫リスクを負わない場合等には、一般的に純額で表示してお

ります。なお、契約形態や条件の変更並びに取引実体の変化に応じて、表示方法の見直しを行っております。 

 中間連結損益計算書における売上高については、日本の投資家の便宜を考慮して、日本の会計慣行に従い自主的に表

示しております。売上高は、取引形態の如何にかかわりなく当社及び連結子会社の関与する全ての取引を含んで表示し

ております。 

 商品の販売等に係る収益又はサービス等に係る手数料は、実現時又は実現が可能となった時点に認識しております。

実現時又は実現が可能となった時点とは、以下のような、説得力のある契約などが存在すること、商品の引渡し又は役

務提供が完了していること、販売価格が確定していること、代金回収可能性が合理的に確保されていることの要件が満

たされた時点と考えられます。 

 商品の販売等：仕切取引においては、当社及び連結子会社が出荷を手配する場合は出荷時、船荷証券・倉庫証券・貨

物引換証・荷渡指示書等を買主に引渡す場合は、その交付時等契約上の受渡条件が履行された時点、その他検収が完了

し、履行すべき義務がほぼなくなり、顧客の受取が確実となった時点をもって収益を認識しております。 

 サービス等：契約に定められたサービス等が顧客に提供された時点をもって手数料を認識しております。代行取引に

おいては、契約に定められた役務提供完了時に手数料を認識しております。 

 長期請負工事契約：米国公認会計士協会意見書第81－１号「建設業型請負契約及び特定の製造業型請負契約の履行に

伴う会計処理」に基づいて、その要件を満たす場合に工事進行基準によって収益を認識しております。工事完成までの

進捗度の測定は通常、原価対原価法で行い、損失契約については初めて見込まれた時点で損失を認識しております。 

 また、出荷にかかわる荷役費及び運送費は、商品の販売等に係る原価に含めております。 

消費税等 

 消費税等の処理は、税抜方式によっております。  

その他の損益 

 その他の収益・費用のその他の損益－純額には、関係会社整理損が含まれており、前連結会計年度の金額は、1,114

百万円であります。なお、前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における関係会社整理損の金額に重要性はあり

ません。 

 当中間連結会計期間及び前連結会計年度における貸付金等の売却による損失は、それぞれ525百万円及び1,799百万円

であります。なお、前中間連結会計期間における貸付金等の売却による損失に重要性はありません。 



デリバティブ及びヘッジ損益 

 当社及び連結子会社は、全てのデリバティブを公正価値で中間連結貸借対照表上認識しております。ヘッジ目的以外

のデリバティブの公正価値の変動額は、損益に計上されます。ヘッジ目的のデリバティブの公正価値の変動額は、ヘッ

ジ取引の内容に応じて当期の損益に計上され、ヘッジ対象資産、負債、確定契約の公正価値の変動額と相殺されるか、

もしくはヘッジ対象の損益が計上されるまで、中間連結貸借対照表上、その他の包括損益累計額に計上されます。デリ

バティブの公正価値の変動額のうち、ヘッジ効果のない部分は、当期の損益に計上されます。 

 また、外貨建子会社投資及び関連会社投資に係る為替変動リスクをヘッジする目的のデリバティブ及びデリバティブ

以外のヘッジ手段から生じる損益は、ヘッジ効果が認められる範囲内で外貨換算調整勘定の一部としてその他の包括損

益累計額に計上されます。 

 デリバティブのうち、ヘッジ効果がない部分及びヘッジ有効性評価の対象外から生じた損益は、その他の損益－純額

に含めております。 

 当中間連結会計期間末現在、その他の包括損益累計額に計上されており、輸出入取引の発生又は金利の受払いにより

一年以内に損益へ振り替えられる見積額は、8,829百万円（損失）であります。 

 当中間連結会計期間末現在、見込取引（現存する金融商品に係る変動金利の受払いを除く）に係るキャッシュ・フロ

ー変動リスクのヘッジ最長期間は49ヶ月であります。 

 当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、外貨換算調整勘定に含まれたデリバティブ及びデリバティブ以外

のヘッジ手段に係る損益の金額は、それぞれ7,050百万円（損失）及び5,368百万円（損失）であります。 

法人税等 

 当社及び連結子会社は、資産及び負債の財務会計上の金額と税務上の金額との差異に基づいて繰延税金資産及び負債

を認識しており、その算出にあたっては差異が解消される年度に適用される税率及び税法を適用しております。繰延税

金資産のうち将来の実現が見込めないと判断される部分に対しては、評価性引当金を計上しております。 

 法定実効税率と中間連結損益計算書上の法人税等の実効税率との差異の主要な原因は、連結子会社の事業に係る税効

果、永久差異による影響、海外連結子会社における税率の差異による影響、連結子会社の利益剰余金に係る税効果であ

ります。 

 当社及び連結子会社は、平成19年度より米国財務会計基準審議会による解釈指針第48号「法人所得税における不確実

性に関する会計処理」を適用しております。同解釈指針は、税務申告において採用され、また採用されることが期待さ

れる税務ポジションの財務諸表での認識及び測定のための認識段階及び測定尺度について規定しております。同解釈指

針の適用による当社及び連結子会社の財政状態及び経営成績に対する影響は軽微であります。 

 また、税務否認に関する延滞金利と追徴金による損失は、その他の損益－純額に含めております。 



最近公表された会計基準  

 平成18年９月に、米国財務会計基準審議会は、米国財務会計基準審議会の基準書第157号「公正価値による測定」を

公表しました。同基準書は、公正価値を定義し、公正価値の測定のためのフレームワークを提示し、また、公正価値の

測定に関する開示の拡充を図っております。同基準書は、平成19年11月15日より後に開始する会計年度からの適用とな

ります。同基準の適用による当社及び連結子会社の財政状態及び経営成績に対する影響額は、現時点では確定しており

ません。 

  

 平成19年２月に、米国財務会計基準審議会は、米国財務会計基準審議会の基準書第159号「金融資産及び金融負債の

ための公正価値オプション－基準書第115号の改訂を含む」を公表しました。同基準書は、適格な金融資産及び金融負

債を公正価値により測定することを選択することを認めております。また、公正価値オプションの選択により生じた未

実現損益は、各決算日に当期純利益に含めることとなっております。同基準書は、平成19年11月15日より後に開始する

会計年度からの適用となります。同基準の適用による当社及び連結子会社の財政状態及び経営成績に対する影響額は、

現時点では確定しておりません。 



３ 企業結合 

前中間連結会計期間に生じた企業結合に重要性はありません。 

  

当中間連結会計期間に生じた主な企業結合は以下の通りです。  

  

 平成19年８月８日に、米国大手卸発電事業者（IPP）Mirant Corporationのグループ会社でカリブ地域４カ国における

電力事業持株会社であるMirant Caribbean Holdings（以下、MCH社）の全株式をMCH社の株主である、

Mirant International Investmentsより米国に設立した当社100％子会社であるMarubeni Caribbean Power Holdings

（以下、MCPH社）を通じて取得しました。契約額は571百万米ドルとなりましたが、プロジェクトファイナンスによる

資金調達を行った結果、当社のMCPH社への出資額は320百万米ドル（38,182百万円）です。 

 MCH社は、バハマとジャマイカで垂直統合型の電力会社の過半数持分を所有するほか、トリニダード・トバゴとオラ

ンダ領アンティル（キュラソー島）におけるIPPの持分を保有する持株会社で、持分発電容量の合計は、115万キロワッ

トとなります。本件は日本企業が海外で垂直統合型の発電事業を手がける初めてのケースとなります。中間持株会社を

通じて、MCH社が保有する事業は以下の通りです。 

・グランド・バハマ島での独占電力会社Grand Bahama Power Company Limitedの55.4％ 

・ジャマイカの独占電力会社Jamaica Public Service Company Limitedの80.0％ 

・トリニダード・トバゴの電力需要の80％を供給するIPPである 

 The Power Generation Company of Trinidad and Tobago Limitedの39.0％ 

・キュラソー島でベネズエラ国営石油会社の精油所向けに電力・蒸気・水を供給する事業会社 

 Curacao Utilities Companyの25.5％および同島での配電・水道会社Aqualectraの優先株 

 当社グループは、海外電力事業を戦略分野の一つに掲げており、強固な基盤を強化すべくグローバル・ポートフォリ

オの積み増しを図っております。今回の買収対象にはこれまで当社グループが手掛けてきた発電事業に加え送・配電事

業も行う独占型の垂直統合型電力会社を含んでおります。2002年からの国内での小売事業ならびにこれまで蓄積してき

た発電事業のノウハウを生かし垂直統合型電力事業の安定した運営をしていく予定であり、今回の買収により当社グル

ープはグランド・バハマ島およびジャマイカにおいて約60万世帯に直接電力を供給することとなります。今後とも当社

グループは、全世界を対象に基幹インフラである電力事業分野の発展に寄与してまいります。 

 契約額は、MCH社の生み出す将来キャッシュフローに基づき決定しました。MCH社は12月決算会社ゆえ、当中間連結会

計期間末においては、貸借対照表のみを中間連結財務諸表に合算しております。MCH社の資産等に関わるデューディリ

ジェンス作業は現在実施中であることから、当社が当中間連結会計期間末時点で入手しうる情報に基づいた見積もりに

基づき、中間連結財務諸表に合算しております。 

 上記の企業結合に係るプロフォーマ損益情報は、中間連結財務諸表に対する影響額に重要性がないため開示しており

ません。  

   

  前連結会計年度に生じた企業結合に重要性はありません。 



４ 市場性のある持分証券及び負債証券 

 前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末の売却可能有価証券及び満期保有目的有価証券

は次の通りであります。 

前中間連結会計期間末 

 上記負債証券の内訳は、主に社債であります。 

項目 

売却可能有価証券 

原価 
（百万円） 

未実現利益 
（百万円） 

未実現損失 
（百万円） 

公正価値 
（百万円） 

流動資産分         

負債証券 5,570 23 ― 5,593 

合計 5,570 23 ― 5,593 

投資分         

負債証券 24,082 125 △87 24,120 

持分証券 154,800 134,850 △6,092 283,558 

合計 178,882 134,975 △6,179 307,678 

項目 

満期保有目的有価証券 

原価 
（百万円） 

未実現利益 
（百万円） 

未実現損失 
（百万円） 

公正価値 
（百万円） 

流動資産分         

負債証券 ― ― ― ― 

合計 ― ― ― ― 

投資分         

負債証券 9,327 644 ― 9,971 

合計 9,327 644 ― 9,971 



当中間連結会計期間末 

 上記負債証券の内訳は、主に社債であります。 

項目 

売却可能有価証券 

原価 
（百万円） 

未実現利益 
（百万円） 

未実現損失 
（百万円） 

公正価値 
（百万円） 

流動資産分         

負債証券 1,769 1 － 1,770 

合計 1,769 1 － 1,770 

投資分         

負債証券 41,413 127 △517 41,023 

持分証券 186,630 156,656 △18,390 324,896 

合計 228,043 156,783 △18,907 365,919 

項目 

満期保有目的有価証券 

原価 
（百万円） 

未実現利益 
（百万円） 

未実現損失 
（百万円） 

公正価値 
（百万円） 

流動資産分         

負債証券 5,715 116 － 5,831 

合計 5,715 116 － 5,831 

投資分         

負債証券 3,482 106 － 3,588 

合計 3,482 106 － 3,588 



前連結会計年度末 

 上記負債証券の内訳は、主に社債であります。 

項目 

売却可能有価証券 

原価 
（百万円） 

未実現利益 
（百万円） 

未実現損失 
（百万円） 

公正価値 
（百万円） 

流動資産分         

負債証券 5,792 5 － 5,797 

合計 5,792 5 － 5,797 

投資分         

負債証券 35,034 200 △27 35,207 

持分証券 169,757 161,682 △6,594 324,845 

合計 204,791 161,882 △6,621 360,052 

項目 

満期保有目的有価証券 

原価 
（百万円） 

未実現利益 
（百万円） 

未実現損失 
（百万円） 

公正価値 
（百万円） 

流動資産分         

負債証券 － － － － 

合計 － － － － 

投資分         

負債証券 9,385 534 － 9,919 

合計 9,385 534 － 9,919 



 当社は上記未実現損失について、中間期末（期末）日以降に時価が回復しているか、時価の下落が12ヶ月を超えるも

のではないため、「一時的でない減損」にあたらないものと考えております。 

 上記有価証券の他、前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末においてそれぞれ16,210百

万円、5,875百万円及び20,896百万円の売買目的有価証券を保有しており、期末における評価損益をそれぞれ59百万円

（利益）、275百万円（損失）及び431百万円（利益）計上しております。 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度の売却可能有価証券の売却収入はそれぞれ7,090百万

円、4,211 百万円及び13,922百万円であり、実現利益の総額はそれぞれ4,690百万円、3,787百万円及び8,700百万円で

あります。前連結会計年度の売却可能有価証券の実現損失の総額は85百万円であります。なお、前中間連結会計期間及

び当中間連結会計期間の売却可能有価証券の実現損失の総額に重要性はありません。 

 当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、市場価格の下落が一時的でないと判断した有価証券について、そ

れぞれ172百万円及び63百万円の評価損を計上しております。なお、前中間連結会計期間における評価損に重要性はあ

りません。 

 当中間連結会計期間末において、契約上の満期別の負債証券及び市場性のある持分証券の原価及び公正価値は次の通

りであります。 

 なお、証券発行者がペナルティなしに繰上げ償還できる権利を持っているため、実際の満期は、契約上の満期と異な

ることがあります。 

項目 
売却可能有価証券 

原価（百万円） 公正価値（百万円） 

負債証券     

１年以内 1,769 1,770 

１年超５年以内 14,504 14,325 

５年超10年以内 26,909 26,698 

10年超 － － 

負債証券合計 43,182 42,793 

持分証券 186,630 324,896 

合計 229,812 367,689 

項目 
満期保有目的有価証券 

原価（百万円） 公正価値（百万円） 

負債証券     

１年以内 5,715 5,831 

１年超５年以内 3,482 3,588 

５年超10年以内 － － 

10年超 － － 

合計 9,197 9,419 



５ 担保に供している資産 

 前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末において、次の資産を債務の担保として供して

おります。 

 上記の担保に供している資産に対応する債務は次の通りであります。 

 上記の他、前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末において、支払手形に含まれる引受

輸入手形には、輸入担保荷物保管証が差入れられております。 

 輸入担保荷物保管証の標準的な約款では、輸入担保荷物の売却代金を引受輸入手形の未決済残高に充当するために、

銀行に払込むこととなっております。しかし、当社及び連結子会社は手形期日に引受輸入手形の決済を実行しておりま

す。当社及び連結子会社の取引量が膨大であることから、輸入担保荷物保管証の対象となっているたな卸資産及び売却

代金の総額を確定することは実務的ではありません。 

 わが国では、通常、銀行から要求された場合、借入に対し、担保を提供しなければなりません。また、銀行には預金

を貸付金の期日到来分と相殺する権利があり、更に債務不履行あるいは、その他の特約事項が発生した場合には、預金

をすべての貸付金と相殺する権利があります。当社及び連結子会社は、かかる要求を受けたことはなく、また、かかる

権利を行使されたこともありません。 

項目 
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

定期預金 11,997 17,284 10,742 

投資有価証券・その他の投資・ 

関連会社に対する投資 
55,762 113,548 53,951 

営業債権・貸付金（短期及び長期） 30,500 68,629 37,604 

たな卸資産 － 8,407 1,226 

賃貸固定資産及び有形固定資産 

（減価償却累計額控除後） 
293,050 538,007 411,965 

その他の資産 27,573 53,540 29,247 

合計 418,882 799,415 544,735 

項目 
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

短期借入金 26,463 68,112 22,812 

その他の流動負債 10,000 10,000 10,000 

長期債務 140,172 190,228 178,319 

取引保証等 20,863 18,479 18,587 

合計 197,498 286,819 229,718 



６ 退職給付及び退職年金制度 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度の当社及び一部の連結子会社の退職一時金制度及び退

職年金制度に係る費用の構成は、次の通りであります。 

項目 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

勤務費用 3,092 3,317 6,300 

利息費用 2,901 3,030 5,954 

制度資産の期待運用収益 △2,996 △3,424 △6,390 

過去勤務債務の償却費用 △525 △532 △1,058 

数理計算上の差異の償却費用 2,356 2,372 4,896 

従業員拠出額 △123 △121 △357 

清算／縮小による損益 － 422 － 

退職一時金及び退職年金に係る費用 4,705 5,064 9,345 



７ その他の包括損益 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のその他の包括損益の各項目に係る税効果額は次の通

りであります。 

前中間連結会計期間 

当中間連結会計期間 

項目 
税効果考慮前 
（百万円） 

税効果額 
（百万円） 

税効果考慮後 
（百万円） 

有価証券正味未実現損益       

中間発生額 △36,138 14,006 △22,132 

中間純利益への組替修正額 △4,689 1,917 △2,772 

純額 △40,827 15,923 △24,904 

外貨換算調整勘定       

中間発生額 △4,888 335 △4,553 

中間純利益への組替修正額 △126 △508 △634 

純額 △5,014 △173 △5,187 

デリバティブ正味未実現損益       

中間発生額 △7,463 1,928 △5,535 

中間純利益への組替修正額 1,734 △474 1,260 

純額 △5,729 1,454 △4,275 

その他の包括損益 △51,570 17,204 △34,366 

項目 
税効果考慮前 
（百万円） 

税効果額 
（百万円） 

税効果考慮後 
（百万円） 

有価証券正味未実現損益       

中間発生額 △13,065 5,622 △7,443 

中間純利益への組替修正額 △3,601 1,482 △2,119 

純額 △16,666 7,104 △9,562 

外貨換算調整勘定       

中間発生額 24,754 △2,718 22,036 

中間純利益への組替修正額 1,304 2 1,306 

純額 26,058 △2,716 23,342 

デリバティブ正味未実現損益       

中間発生額 △16,719 5,815 △10,904 

中間純利益への組替修正額 3,101 △949 2,152 

純額 △13,618 4,866 △8,752 

退職給付債務調整額 2,782 △1,107 1,675 

その他の包括損益 △1,444 8,147 6,703 



前連結会計年度 

 前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末のその他の包括損益累計額の内訳は次の通りで

あります。 

項目 
税効果考慮前 
（百万円） 

税効果額 
（百万円） 

税効果考慮後 
（百万円） 

有価証券正味未実現損益       

当期発生額 △2,974 1,891 △1,083 

当期純利益への組替修正額 △8,552 3,499 △5,053 

純額 △11,526 5,390 △6,136 

外貨換算調整勘定       

当期発生額 12,662 △1,600 11,062 

当期純利益への組替修正額 3,462 △621 2,841 

純額 16,124 △2,221 13,903 

デリバティブ正味未実現損益       

当期発生額 △9,431 2,772 △6,659 

当期純利益への組替修正額 3,410 △1,045 2,365 

純額 △6,021 1,727 △4,294 

追加年金最小負債 △1,447 613 △834 

その他の包括損益 △2,870 5,509 2,639 

  
有価証券 

正味未実現損益 

（百万円） 

外貨換算 

調整勘定 

（百万円） 

 デリバティブ 

正味未実現損益

  （百万円） 

追加年金 

最小負債 

（百万円） 

退職給付債務 

調整額  

 （百万円） 

その他の包括 

損益累計額 

（百万円） 

平成18年３月31日現在の残高 109,035 △53,450 △2,116 △1,717 － 51,752 

中間増減額 △24,904 △5,187 △4,275 － － △34,366 

平成18年９月30日現在の残高 84,131 △58,637 △6,391 △1,717 － 17,386 

平成18年３月31日現在の残高 109,035 △53,450 △2,116 △1,717 － 51,752 

当期増減額 △6,136 13,903 △4,294 △834 － 2,639 

基準書第158号の適用による

調整 
－ － － 2,551 △27,603 △25,052 

平成19年３月31日現在の残高 102,899 △39,547 △6,410 － △27,603 29,339 

中間増減額 △9,562 23,342 △8,752 － 1,675 6,703 

平成19年９月30日現在の残高 93,337 △16,205 △15,162 － △25,928 36,042 



８ １株当たり中間（当期）純利益 

 基本的１株当たり中間（当期）純利益の計算は期中における加重平均発行済普通株式数に基づいており、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の計算は、期中における加重平均発行済普通株式数にすべての希薄化効果を加味し

た株式数に基づいております。 

 基本的１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の計算は次の通りでありま

す。 

 平成15年12月に発行した第一回第一種優先株式の優先配当金を、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、

中間（当期）純利益より控除しております。 

  平成15年12月に発行した第一回第一種優先株式は前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、希薄化効果を

有しております。 

 また、同優先株式は平成19年３月19日をもって全て普通株式に転換されましたので、当中間連結会計期間の潜在株式

調整後１株当たり中間純利益は記載しておりません。 

項目 
前中間 

連結会計期間 
当中間 

連結会計期間 
前連結会計年度 

分子項目       

中間（当期）純利益（百万円） 65,645 80,336 119,349 

普通株主に帰属しない金額－優先配当額（百万円） △605 － △605 

普通株式に係る中間（当期）純利益（基本的１株当

たりの中間（当期）純利益の分子項目）（百万円） 
65,040 80,336 118,744 

 潜在株式に関する調整－優先配当額（百万円） 605 － 605 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の分

子項目（百万円） 
65,645 － 119,349 

分母項目       

基本的１株当たり中間（当期）純利益の分母項目－

加重平均発行済株式数（自己株式控除後）（株） 
1,609,712,521 1,733,340,328 1,639,894,708 

潜在株式に関する調整－優先株式（株） 123,921,062 － 93,675,076 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の分

母項目－潜在株式調整後加重平均発行済株式数 

（自己株式控除後）（株） 

1,733,633,583 － 1,733,569,784 

基本的１株当たり中間（当期）純利益（円） 40.40 46.35 72.41 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益（円） 37.87 － 68.85 



９ セグメント情報 

【オペレーティング・セグメント情報】 

 当社は、業績評価及び資源配分の意思決定のためのセグメント（オペレーティング・セグメント）として、商品、

サービス及び地域の特性に応じて区分した商品と地域による複合型セグメントを採用しております。それぞれのセグ

メントは、本社においては商品別の営業部門によって管理運営されております。また、海外の支店・現地法人は所轄

地域の特性に応じて営業活動を行っており、独立した経営単位であります。各セグメントは、種々の産業に関連し

て、国内及び海外において、原材料、生産財を含む広範囲な工業製品、消費財の購入、販売、市場開拓等を行ってお

り、これらの営業活動は、金融、保険、その他の役務提供を伴っております。当社はこれらの事業を、オペレーティ

ング・セグメントとして13の商品別セグメントと海外支店・現地法人に分類しております。 

  前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のオペレーティング・セグメント情報は次の通りで

あります。 

前中間連結会計期間 

  
食料 

（百万円） 
繊維 

（百万円） 

資材・ 
紙パルプ 
（百万円） 

化学品 
（百万円） 

エネルギー 
（百万円） 

売上高           

対外部売上高 496,307 175,526 396,334 400,900 1,219,801 

セグメント間内部売上高 10,501 1,537 21,504 18,971 1,919 

合計 506,808 177,063 417,838 419,871 1,221,720 

売上総利益 34,425 11,985 27,254 15,870 43,926 

持分法による投資損益 3,205 △72 △144 △283 219 

中間純利益 
又は中間純損失（△） 

4,655 305 4,547 989 14,334 

セグメントに対応する資産 530,378 139,769 523,779 204,548 641,401 

  
金属資源 
（百万円） 

輸送機・ 
産業機械 
（百万円） 

電力 
（百万円） 

プラント・ 
インフラ・ 

船舶 
（百万円） 

情報産業 
（百万円） 

売上高           

対外部売上高 464,111 266,723 116,778 302,695 103,937 

セグメント間内部売上高 26,374 35,862 136 314 1,536 

合計 490,485 302,585 116,914 303,009 105,473 

売上総利益 8,703 26,177 12,201 8,531 13,232 

持分法による投資損益 7,550 1,813 2,507 △179 △457 

中間純利益 
又は中間純損失（△） 

12,032 4,321 5,064 727 1,487 

セグメントに対応する資産 279,975 263,329 402,397 291,507 104,725 



当中間連結会計期間 

  
開発建設 
（百万円） 

金融・物流 
・新機能 
（百万円） 

鉄鋼製品 
（百万円） 

海外支店・
現地法人 
（百万円） 

全社及び 
消去等 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

対外部売上高 92,435 16,002 352 548,977 85,860 4,686,738 

セグメント間内部売上高 241 3,351 14 159,280 △281,540 ― 

合計 92,676 19,353 366 708,257 △195,680 4,686,738 

売上総利益 18,625 4,735 366 43,233 △4,247 265,016 

持分法による投資損益 335 425 9,671 △166 △772 23,652 

中間純利益 
又は中間純損失（△） 

5,284 2,916 8,068 5,611 △4,695 65,645 

セグメントに対応する資産 288,932 96,867 86,504 418,882 421,500 4,694,493 

  
食料 

（百万円） 
繊維 

（百万円） 

資材・ 
紙パルプ 
（百万円） 

化学品 
（百万円） 

エネルギー 
（百万円） 

売上高           

対外部売上高 628,162 169,567 429,652 420,584 1,361,993 

セグメント間内部売上高 14,998 1,056 25,617 20,749 2,477 

合計 643,160 170,623 455,269 441,333 1,364,470 

売上総利益 36,191 12,391 27,671 15,628 43,767 

持分法による投資損益 △1,873 △24 1,015 81 69 

中間純利益 2,417 1,091 5,636 3,361 18,783 

セグメントに対応する資産 591,998 135,934 547,312 228,334 700,276 

  
金属資源 
（百万円） 

輸送機・ 
産業機械 
（百万円） 

電力 
（百万円） 

プラント・ 
インフラ・ 

船舶 
（百万円） 

情報産業 
（百万円） 

売上高           

対外部売上高 477,034 328,671 119,586 311,413 101,623 

セグメント間内部売上高 30,336 20,096 3 279 1,575 

合計 507,370 348,767 119,589 311,692 103,198 

売上総利益 10,222 28,935 14,798 9,356 12,139 

持分法による投資損益 7,804 2,493 2,249 2,236 △646 

中間純利益 10,019 10,120 5,202 3,093 69 

セグメントに対応する資産 341,982 293,820 627,428 356,188 146,462 



前連結会計年度 

  
開発建設 
（百万円） 

金融・物流 
・新機能 
（百万円） 

鉄鋼製品 
（百万円） 

海外支店・
現地法人 
（百万円） 

全社及び 
消去等 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

対外部売上高 54,401 15,531 426 602,366 75,952 5,096,961 

セグメント間内部売上高 199 2,402 43 238,478 △358,308 － 

合計 54,600 17,933 469 840,844 △282,356 5,096,961 

売上総利益 14,134 4,774 469 52,962 △2,037 281,400 

持分法による投資損益 84 596 8,641 855 70 23,650 

中間純利益 2,329 1,842 7,541 6,842 1,991 80,336 

セグメントに対応する資産 270,370 118,201 105,580 574,296 270,355 5,308,536 

  
食料 

（百万円） 
繊維 

（百万円） 

資材・ 
紙パルプ 
（百万円） 

化学品 
（百万円） 

エネルギー 
（百万円） 

売上高           

対外部売上高 1,046,829 373,349 825,897 817,886 2,417,032 

セグメント間内部売上高 22,060 2,707 43,428 39,105 3,900 

合計 1,068,889 376,056 869,325 856,991 2,420,932 

売上総利益 72,406 24,760 54,211 30,043 85,490 

持分法による投資損益 2,296 △2,302 1,128 △167 779 

当期純利益 
又は当期純損失（△） 

10,055 △2,424 9,588 1,417 31,618 

セグメントに対応する資産 549,217 131,757 538,417 201,728 688,630 

  
金属資源 
（百万円） 

輸送機・ 
産業機械 
（百万円） 

電力 
（百万円） 

プラント・ 
インフラ・ 

船舶 
（百万円） 

情報産業 
（百万円） 

売上高           

対外部売上高 933,143 607,249 272,751 677,979 222,349 

セグメント間内部売上高 60,194 66,602 151 640 3,159 

合計 993,337 673,851 272,902 678,619 225,508 

売上総利益 18,216 55,545 27,610 17,706 28,057 

持分法による投資損益 16,478 3,166 3,913 982 △411 

当期純利益 
又は当期純損失（△） 

24,933 9,984 6,353 1,694 2,453 

セグメントに対応する資産 279,991 310,352 391,009 342,779 116,524 



（注）１ 売上高については、日本の投資家の便宜を考慮して日本の会計慣行に従い表示しております。 

２ セグメント間の取引は、通常の市場価格によって行われております。 

地域別情報 

地域別情報は、収益の発生原因となる資産の所在する地域により区分しております。 

当中間連結会計期間及び前連結会計年度の地域別情報は次の通りであります。 

対外部収益 

長期性資産 

  
開発建設 
（百万円） 

金融・物流 
・新機能 
（百万円） 

鉄鋼製品 
（百万円） 

海外支店・
現地法人 
（百万円） 

全社及び 
消去等 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

対外部売上高 167,202 39,704 783 985,444 167,346 9,554,943 

セグメント間内部売上高 469 6,142 28 345,052 △593,637 － 

合計 167,671 45,846 811 1,330,496 △426,291 9,554,943 

売上総利益 31,472 9,902 811 84,172 △9,230 531,171 

持分法による投資損益 515 692 17,775 37 △1 44,880 

当期純利益 
又は当期純損失（△） 

3,189 4,612 14,913 6,773 △5,809 119,349 

セグメントに対応する資産 265,617 118,501 101,606 413,443 423,733 4,873,304 

  
当中間連結会計期間 前連結会計年度 

金額（百万円） 金額（百万円） 

日本 1,362,694 2,626,596 

米国 382,947 537,805 

英国 97,663 156,003 

その他 170,779 338,451 

計 2,014,083 3,658,855 

  
当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

金額（百万円） 金額（百万円） 

日本 425,599 414,861 

米国 203,136 198,425 

インドネシア 155,724 155,069 

その他 358,846 220,866 

計 1,143,305 989,221 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間及び前連結会計年度の所在地別セグメント情報は、次の通りであります。 

前中間連結会計期間 

前連結会計年度 

  （注）１ 当社は、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、米国財務会計基準審議会の基準書第131号「企

業のセグメント及び関連情報に関する開示」に基づく開示に加え、本セグメント情報を本邦会計基準に基づ

き開示しておりました。 

２ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

３ 各区分に属する主な国又は地域は次の通りであります。 

(1）北米…………………………………米国、カナダ 

(2）欧州…………………………………英国、ベルギー 

(3）アジア・オセアニア………………シンガポール、中国 

(4）その他の地域………………………中南米、アフリカ 

４ セグメント間の取引は、通常の市場価格によって行われております。 

５ 売上高及び営業利益又は損失については、日本の投資家の便宜を考慮して日本の会計慣行に従い表示してお

ります。 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 

アジア・ 
オセアニア 
（百万円） 

その他の 
地域 

（百万円） 

消去 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高               

対外部売上高 3,473,656 592,390 197,096 337,992 85,604 ― 4,686,738 

セグメント間 
内部売上高 

932,088 133,313 11,417 96,000 5,405 △1,178,223 ― 

合計 4,405,744 725,703 208,513 433,992 91,009 △1,178,223 4,686,738 

営業利益 
又は損失（△） 

33,821 24,920 11,389 17,257 4,982 △1,519 90,850 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 

アジア・ 
オセアニア 
（百万円） 

その他の 
地域 

（百万円） 

消去 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高               

対外部売上高 7,127,528 1,091,128 420,453 700,662 215,172 － 9,554,943 

セグメント間 
内部売上高 

1,227,871 290,290 23,860 181,041 10,533 △1,733,595 － 

合計 8,355,399 1,381,418 444,313 881,703 225,705 △1,733,595 9,554,943 

営業利益 
又は損失（△） 

63,618 42,182 17,526 33,040 11,225 △2,571 165,020 



【海外売上高】 

 前中間連結会計期間及び前連結会計年度の海外売上高は、次の通りであります。 

  

前中間連結会計期間 

前連結会計年度 

 （注）１ 当社は、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、米国財務会計基準審議会の基準書第131号「企 

    業のセグメント及び関連情報に関する開示」に基づく開示に加え、本セグメント情報を本邦会計基準に基づ

    き開示しておりました。 

    ２ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

３ 各区分に属する主な国又は地域は次の通りであります。 

(1）北米…………………………………米国、カナダ 

(2）欧州…………………………………英国、ドイツ 

(3）アジア・オセアニア………………中国、韓国 

(4）その他の地域………………………アフリカ、中近東 

４ 売上高については、日本の投資家の便宜を考慮して日本の会計慣行に従い表示しております。 

５ 海外売上高は、当社及び日本に所在する連結子会社の輸出売上高、外国間売上高並びに日本以外の国に所在

する連結子会社の売上高から日本向け売上高を控除した額の合計金額であります。 

  北米 欧州 
アジア・ 
オセアニア 

その他の地域 計 

海外売上高（百万円） 546,754 269,330 1,099,014 255,490 2,170,588 

連結売上高（百万円）         4,686,738 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
11.7 5.7 23.4 5.5 46.3 

  北米 欧州 
アジア・ 
オセアニア 

その他の地域 計 

海外売上高（百万円） 1,008,525 566,301 2,137,920 648,574 4,361,320 

連結売上高（百万円）         9,554,943 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
10.5 5.9 22.4 6.8 45.6 



10 金融商品 

リスク管理体制 

 当社及び一部の連結子会社は、主に市場リスク回避のためにデリバティブを用いており、その市場価格の変動による

損益はヘッジ対象資産・負債等の価格変動による損益により相殺されます。これらヘッジ目的のデリバティブの他に、

当社及び一部の連結子会社はトレーディング目的でデリバティブを保有しております。このような取引については、厳

密なポジションと損失の限度額を設定し、実際のポジション及び損益状況を定期的にマネジメントに報告しておりま

す。また、取引先による契約不履行等による信用危険の負担がありますが、特定相手への取引の集中を避けるととも

に、取引先を厳選し、与信管理を行うことでこのようなリスクを極小化しております。 

 当社及び一部の連結子会社においては、金融取引を実行する部署と取引先との取引確認を行う部署を分離させ、後者

に外部との個別取引及び月末残高の確認を行わせております。東京本社においては、リスク管理部門として「リスクマ

ネジメント部」が独立して、各種リスクの分析及びマネジメントへの報告、財務活動全般に対する管理・牽制を行って

おります。また金融子会社や海外現地法人が行っているデリバティブの取引データも入手し、関係部と連携して定期的

にマネジメントに報告を行うなどデリバティブの一元管理体制の強化も行っております。 

為替予約 

 当社及び一部の連結子会社は様々な通貨で取引を行っており、主に外貨建取引及び外貨建債権・債務残高に係る為替

変動の影響を極小化するため、為替予約を締結しております。前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会

計年度において、ヘッジ効果がない部分及びヘッジ有効性評価の対象外から生じた損益は重要ではありません。 

金利スワップ契約（金利・通貨スワップ契約を含む） 

 当社及び一部の連結子会社は、主に負債証券及び長期借入金に係る固定金利を変動化するため、金利スワップ契約を

締結しております。前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、ヘッジ効果がない部分及

びヘッジ有効性評価の対象外から生じた損益は重要ではありません。 

商品先物・先渡 

 当社及び一部の連結子会社は、一定の商品、契約、予定取引に係るリスクをヘッジするため、商品先物・先渡の契約

を締結しております。前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、ヘッジ効果がない部分

及びヘッジ有効性評価の対象外から生じた損益は重要ではありません。 

その他のデリバティブ取引 

 当社及び一部の連結子会社は、主に通貨、金利等に係るリスクをヘッジするため、オプション取引等を行っておりま

す。前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、ヘッジ効果がない部分及びヘッジ有効性

評価の対象外から生じた損益は重要ではありません。また、当社及び一部の連結子会社は、限定的にトレーディング目

的でデリバティブ取引を行っております。 

金融商品の公正価値 

 公正価値の見積りは入手しうる市場情報又は他の適切な評価方法によっております。しかしながら、公正価値を見積

る際の市場情報の解釈には判断が要求されるため、その見積金額は現在の市場で実現する又は払込まれる金額であると

は限りません。 

 当社及び連結子会社は金融商品の公正価値の開示に際し以下の方法と仮定を使用しております。 

現金及び現金同等物並びに定期預金： 

 現金及び現金同等物並びに定期預金の貸借対照表上の帳簿価額は概ね公正価値であります。 



有価証券並びに投資有価証券及びその他の投資： 

 市場性のある持分証券の公正価値は公表市場価格に基づいております。市場性のある持分証券の貸借対照表上の帳簿

価額は公正価値であります。 

 負債証券の公正価値は、公表市場価格又は同じ償還期限を有する同様の負債証券に適用される現在の市場金利率に基

づき、割引キャッシュ・フローによって見積っております。 

 市場性のある持分証券及び負債証券以外の投資に係る公正価値の見積りは多額な費用の発生が予想されるため、実務

的ではありません。前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末現在のそれぞれの帳簿価額

225,676百万円、255,613百万円及び234,108百万円は取得原価であり、公正価値はこれを下回っていないものと考えて

おります。 

 上記の投資額のうち、前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末現在の市場性のない有価

証券のそれぞれの帳簿価額は142,509百万円、162,447百万円及び144,222百万円であります。このうち、投資の公正価

値に著しく不利な影響を及ぼす事象や状況の変化が見られなかったため、減損の評価を行っていない投資の前中間連結

会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末現在のそれぞれの帳簿価額は142,397百万円、160,909百万円

及び141,499百万円であります。 

長期営業債権及び長期貸付金： 

 長期営業債権及び長期貸付金の公正価値は、同程度の信用格付の長期営業債権及び長期貸付金に適用される現在の金

利率に基づき、割引キャッシュ・フローによって見積っております。 

短期借入金： 

 短期借入金の貸借対照表上の帳簿価額は概ね公正価値であります。 

長期債務： 

 長期債務の公正価値は、同じ償還期限を有する同形態の借入契約に適用される現在の金利率に基づき、割引キャッ 

シュ・フローによって見積っております。 

為替予約： 

 為替予約の公正価値は期日の差異を調整した後の公表市場価格をもって見積っております。 

金利スワップ契約： 

 金利スワップ契約の公正価値は、同じ残存期間を有する同形態のスワップ契約に適用される現在のスワップ金利率に

基づき割引キャッシュ・フローによって見積っております。 

商品先物・先渡等： 

 商品先物・先渡等の公正価値は、期日の差異を調整した後の公表市場価格をもって見積っております。 



 金融商品及びデリバティブ取引の帳簿価額及び公正価値は次の通りであります。 

（注） 長期債務には、一年以内に期限の到来する長期債務を含めております。 

項目 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

帳簿価額 
（百万円） 

公正価値 
（百万円） 

帳簿価額 
（百万円） 

公正価値 
（百万円） 

帳簿価額 
（百万円） 

公正価値 
（百万円） 

有価証券－負債証券 5,593 5,593 7,485 7,601 5,797 5,797 

投資有価証券－負債証券 33,447 34,091 44,505 44,611 44,592 45,126 

長期営業債権及び長期貸付金

（貸倒引当金控除後） 
107,213 107,332 70,193 69,736 69,801 69,059 

長期債務（△） △2,183,382 △2,185,587 △2,412,632 △2,415,841 △2,294,622 △2,298,602 

デリバティブ取引（資産）             

金利スワップ 8,372 8,372 6,934 6,934 7,669 7,669 

為替予約 10,749 10,749 7,104 7,104 8,051 8,051 

商品先物・先渡等 29,594 29,594 30,900 30,900 43,357 43,357 

デリバティブ取引（負債）             

金利スワップ（△） △7,308 △7,308 △6,256 △6,256 △6,849 △6,849 

為替予約（△） △2,267 △2,267 △950 △950 △557 △557 

商品先物・先渡等（△） △39,116 △39,116 △40,809 △40,809 △51,555 △51,555 



11 リース取引 

貸手側 

 当社及び一部の連結子会社は、オペレーティング・リースに該当する取引として、発電設備、鉄道貨車、その他の資

産の賃貸を行っております。当該資産の取得価額及び減価償却累計額は中間連結貸借対照表に記載しております。当中

間連結会計期間末における解約不能オペレーティング・リース契約に係る将来最低受取リース料は次の通りでありま

す。 

借手側 

 当社及び一部の連結子会社は、オペレーティング・リースに該当する取引として、船舶、オフィスビル、その他の資

産の賃借を行っております。これらのリースに係る前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度の支

払リース料は、それぞれ9,198百万円、9,308百万円及び17,766百万円であります。当中間連結会計期間末における解約

不能オペレーティング・リース契約に係る将来最低支払リース料は次の通りであります。 

 なお、転貸リースに伴う上記最低支払リース料に対応する最低受取リース料に重要性はありません。 

中間連結貸借対照表日後 金額（百万円） 

１年目 24,653 

２年目 21,997 

３年目 21,036 

４年目 20,429 

５年目 20,086 

６年目以降 106,836 

合計 215,037 

中間連結貸借対照表日後 金額（百万円） 

１年目 12,395 

２年目 11,035 

３年目 9,361 

４年目 8,296 

５年目 7,174 

６年目以降 28,753 

合計 77,014 



12 約定及び偶発債務 

 当社及び連結子会社は、通常の事業の一環として関連会社及び第三者の債務の保証を行っております。保証先が支払

不能になった場合、当社及び連結子会社は当該保証契約に従ってその支払を要求されることになります。保証期間は、

概ね１年であります。保証料は主に毎四半期又は半年ごとに受け取っております。前中間連結会計期間末、当中間連結

会計期間末及び前連結会計年度末における保証債務残高（潜在的最大将来支払額）は、それぞれ123,217百万円、

132,920百万円及び121,394百万円であり、このうち関連会社に係る金額はそれぞれ70,436百万円、88,701百万円及び  

72,478百万円であります。また、前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末における、第三

者による再保証等の金額は、それぞれ20,896百万円、22,046百万円及び21,127百万円であり、このうち関連会社に係る

金額はそれぞれ20,422百万円、22,046百万円及び21,025百万円であります。 

 前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末における保証債務残高のうち、主な相手先は次

の通りであります。なお、第三者による再保証等の金額については保証債務残高より控除して表示しております。 

 前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末における、これらの保証に対して認識されてい

る負債の金額は、それぞれ1,238百万円、1,472百万円及び1,582百万円であります。 

 当社、子会社及び関連会社は、全世界的な規模で営業活動を行っており、日本及びそれ以外の地域の諸監督機関の指

導監督の下に活動しております。このような営業活動は、リスクを伴うこともあり、時として提訴されたり、クレーム

等を受けることもあります。当中間連結会計期間末においても、種々の未解決の事項がありますが、将来、当社の連結

財務諸表に、重要な影響を与えるものはありません。 

前中間連結会計期間末 
（百万円） 

当中間連結会計期間末 
（百万円） 

前連結会計年度末 
（百万円） 

サハリン石油ガス開発 22,801 サハリン石油ガス開発 21,519 サハリン石油ガス開発 24,004 

Daishowa-Marubeni 

International 
20,422 

Daishowa-Marubeni 

International 
20,971 

Daishowa-Marubeni 

International 
20,110 

Taweelah Asia Power 8,702 Mesaieed Power  13,968 Taweelah Asia Power 8,713 

Rabigh Arabian Water 

And Electricity 
7,670 Taweelah Asia Power 8,520 

Thai Cold Rolled 

Steel Sheet 
8,047 

Thai Cold Rolled 

Steel Sheet 
7,209 

Rabigh Arabian Water 

And Electricity 
7,522 

Rabigh Arabian Water 

And Electricity 
7,693 

American Iron Oxide 5,734 
Thai Cold Rolled 

Steel Sheet 
6,834 American Iron Oxide 4,908 

伊藤忠丸紅鉄鋼 4,204 American Iron Oxide 4,779 伊藤忠丸紅鉄鋼 3,757 

その他 25,579 その他 26,761 その他 23,035 

計 102,321 計 110,874 計 100,267 



13 変動持分事業体 

 当社及び連結子会社が米国財務会計基準審議会の解釈指針第46号「変動持分事業体の連結－会計研究公報第51号の解

釈」（平成15年12月改訂版)に従い連結している変動持分事業体は以下の通りです（当社及び連結子会社が議決権の過

半数を所有している変動持分事業体を除く）。 

 当社及び連結子会社は、発電事業、資産運用及び不動産開発を目的とする変動持分事業体に対し、議決権の付与され

ていない劣後出資証券等を保有しており、当社及び連結子会社が主たる受益者として連結しております。これらの変動

持分事業体の当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末における総資産はそれぞれ47,978百万円及び5,076百万円で

す。連結対象となった資産の一部は当該変動持分事業体の借入金の担保として差し入れており、当中間連結会計期間末

における当該資産の帳簿価額は32,391百万円であり、連結貸借対照表上、主に有形固定資産に計上しております。当該

変動持分事業体の債権者及び受益持分保有者は、当社及び他の連結子会社に対する遡及権を有しておりません。 

  

 また、当社及び連結子会社が主たる受益者ではないため連結していないものの、重要な変動持分を有している変動持

分事業体は以下の通りです。 

 当社及び連結子会社は、融資事業、リース事業などを目的とする変動持分事業体につき、投資又は融資を実施した結

果、重要な変動持分を所有しております。これらの変動持分事業体の当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末にお

ける総資産はそれぞれ550,240百万円及び237,964百万円です。当該変動持分事業体に関与することから被る可能性のあ

る当社及び連結子会社の当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末における想定最大損失額はそれぞれ29,720百万円

及び15,944百万円です。 

 なお、想定最大損失額は投資先の資産の価値の下落などから被る可能性のある損失の最大金額であり、変動持分事業

体に関与することによる見込損失金額を意味するものではありません。 

14 後発事象 

 平成19年10月26日開催の取締役会において、平成19年９月30日現在の株主に対し、普通株式について１株当たり６

円、総額10,401百万円の現金配当を支払うことを決議しました。 

 なお、支払請求の効力発生日及び支払開始日は平成19年12月３日であり、配当の原資は利益剰余金となります。 

 当社は、平成19年11月30日開催の取締役会において、丸紅テレコム株式会社（以下「丸紅テレコム」という。）を完

全子会社とするため、新株発行を伴う株式交換を行うことを決議するとともに、同日付で丸紅テレコムとの間で株式交

換契約書を締結いたしました。その概要は以下の通りです。 

（1）株式の種類及び銘柄 

 当社普通株式  

（2）発行数  

 3,024,084 株 （予定） 

 丸紅テレコムの株主（実質株主を含み、当社を除く。以下同様。）に対して、その所有する丸紅テレコムの普通株

式に代わり、効力発生日の前日の最終の丸紅テレコムの株主名簿（実質株主名簿を含む。）に記載又は記録された丸

紅テレコムの株主が所有する丸紅テレコムの普通株式の株式数の合計に111を乗じた数の当社の普通株式を交付いた

します。また、本株式交換により丸紅テレコムの株主に交付しなければならない当社の普通株式の数に１株に満たな

い端数が生じた場合には、会社法第234条の規定に従い、当該株主に対しては金銭の交付が行われることになりま

す。 

 なお、上記発行数につきましては、丸紅テレコムによる新株予約権の行使等の理由により今後修正される可能性が

あります。  

（3）発行価格及び資本組入額  

 発行価格は、会社計算規則第68条第１項に規定する株主払込資本変動額を、上記（２）の発行数で除した額となり

ます。 

 資本組入額は、１株あたり金０円となります。 

（4）発行価額の総額及び資本組入額の総額  

 発行価額の総額は、会社計算規則第68条第１項に規定する株主払込資本変動額となります。 

 資本組入額の総額は、金０円となります。 

（5）発行方法  

 丸紅テレコムの普通株式１株（ただし、当社が保有する普通株式を除く。）に対し、当社の普通株式111株の割合

をもって割当交付いたします。ただし、当社が保有する丸紅テレコムの普通株式については割当交付を行いませ

ん。  

（6）新規発行年月日  

 平成20年３月１日 （予定）  



(2）【その他】 

 当社は、インドネシアの企業グループであるSugar Groupに属するPT Indolampung Perkasa及び

PT Sweet Indolampungに対して保有する融資債権について、支払督促を行っておりましたが、当該債務者２社を含

むSugar Group企業から、当該債権の担保不動産を管轄するグヌンスギ地方裁判所において、当社・丸紅欧州会社

の他、Sugar Groupの旧オーナーであるサリムグループ企業、それぞれの役員・従業員並びに本邦金融機関２社等

を含め合計53名を被告として、当社債権・担保の無効確認及び損害賠償（他の被告と連帯債務にある請求分を含め

請求金額11億１千万ドル）を求める訴訟を提起されております。 

 平成19年11月13日に、当社債権・担保の一部無効を確認し、53名の被告のうち当社・丸紅欧州会社を含む合計23

名の被告（当社役員・従業員他を除く）が連帯して損害賠償金約927億ルピア（約10百万ドル相当）を支払うこと

を命ずる第一審判決が言い渡されておりますが、当社は高等裁判所に対して控訴手続を行っております。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

現金及び預金   163,651 115,284 233,246 

受取手形 ※４, 
※５ 45,362 28,683 43,306 

売掛金 ※１ 490,823 535,246 506,576 

有価証券   13,510 94,442 10,341 

たな卸資産 ※２ 166,348   164,313   161,188  

前渡金   83,750   129,517   120,180  

短期貸付金 ※１ 154,049 119,937 171,335 

その他   171,244 120,753 160,673 

貸倒引当金   △10,700 △8,260 △9,400 

流動資産合計   1,278,037 44.62 1,299,915 42.41 1,397,445 46.57

Ⅱ 固定資産     

有形固定資産 ※３ 153,410 143,541 149,175 

無形固定資産   6,954 7,581 7,523 

投資その他の資産     

投資有価証券 ※１ 334,881 396,623 380,070 

関係会社株式 ※１ 638,348 844,855 638,766 

長期貸付金   39,663 18,183 15,045 

関係会社長期貸付金   221,788 246,606 241,952 

その他   366,623 243,356 311,410 

貸倒引当金   △175,858 △136,028 △141,376 

投資その他の資産合計   1,425,445 1,613,595 1,445,867 

固定資産合計   1,585,809 55.36 1,764,717 57.57 1,602,565 53.41

Ⅲ 繰延資産   578 0.02 480 0.02 569 0.02

資産合計   2,864,424 100.00 3,065,112 100.00 3,000,579 100.00

      
 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

支払手形 ※５ 147,835 137,392 151,043 

買掛金   382,678 379,614 380,966 

短期借入金   401,558 319,078 285,197 

社債（一年以内償還予定）   44,928 － 34,928 

前受金   65,973 121,880 111,584 

預り金   65,938 55,185 62,998 

その他   52,220 46,932 58,480 

流動負債合計   1,161,130 40.54 1,060,081 34.58 1,085,196 36.17

Ⅱ 固定負債     

社債   175,000 245,000 225,000 

長期借入金   1,015,712 1,218,019 1,154,916 

債務保証等損失引当金   8,158 3,269 7,458 

役員退職慰労引当金   905 － 956 

その他   11,995 10,143 10,439 

固定負債合計   1,211,770 42.30 1,476,431 48.17 1,398,769 46.61

負債合計   2,372,900 82.84 2,536,512 82.75 2,483,965 82.78

      
 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

(純資産の部）              

Ⅰ 株主資本               

 資本金   262,686 9.17 262,686 8.57 262,686 8.75

 資本剰余金              

 資本準備金   88,729   88,729   88,729  

 その他資本剰余金   37,310   37,315   37,311  

 資本剰余金合計   126,039 4.40 126,044 4.11 126,040 4.20

 利益剰余金              

 その他利益剰余金              

 繰越利益剰余金   46,373   75,422   59,043  

 利益剰余金合計   46,373 1.62 75,422 2.46 59,043 1.97

 自己株式   △387 △0.01 △656 △0.02 △473 △0.01

株主資本合計    434,711 15.18 463,496 15.12 447,296 14.91

 Ⅱ 評価・換算差額等              

 その他有価証券評価差額金   74,423 2.60 80,471 2.63 87,767 2.93

 繰延ヘッジ損益   △17,610 △0.62 △15,367 △0.50 △18,449 △0.62

評価・換算差額等合計   56,813 1.98 65,104 2.13 69,318 2.31

 純資産合計   491,524 17.16 528,600 17.25 516,614 17.22

 負債・純資産合計   2,864,424 100.00 3,065,112 100.00 3,000,579 100.00

      



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

対売上比
（％） 

金額 
（百万円） 

対売上比
（％） 

金額 
（百万円） 

対売上比
（％） 

Ⅰ 売上高   3,290,857 100.00 3,008,728 100.00 6,285,709 100.00

Ⅱ 売上原価   3,228,870 98.12 2,941,595 97.77 6,162,268 98.04

 売上総利益   61,987 1.88 67,133 2.23 123,441 1.96

Ⅲ 販売費及び一般管理費   48,147 1.46 53,504 1.78 103,022 1.64

 営業利益   13,840 0.42 13,629 0.45 20,419 0.32

Ⅳ 営業外収益               

   受取利息   8,307   8,498   15,086   

   受取配当金   40,866   27,758   83,223   

   その他   6,221   6,686   14,066   

   営業外収益合計   55,394 1.69 42,942 1.43 112,375 1.79

Ⅴ 営業外費用               

   支払利息   13,580   15,735   28,189   

   その他   6,448   4,777   9,592   

   営業外費用合計   20,028 0.61 20,512 0.68 37,781 0.60

 経常利益   49,206 1.50 36,059 1.20 95,013 1.51

Ⅵ 特別利益 ※１ 10,942 0.33 9,146 0.30 28,297 0.45

Ⅶ 特別損失 ※２ 22,463 0.68 12,545 0.41 55,159 0.88

 税引前中間（当期）純利益   37,685 1.15 32,660 1.09 68,151 1.08

 法人税、住民税及び事業税   △50 △0.00 2,100 0.07 3,900 0.06

 法人税等調整額   10,850 0.33 2,913 0.10 18,378 0.29

 中間（当期）純利益   26,885 0.82 27,647 0.92 45,873 0.73

                



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）                       

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  

株主資本  評価・換算差額等 

純資産
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己
株式 

株主資本
合計 

その他 
有価証券
評価 
差額金 

繰延 
ヘッジ 
損益 

資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

利益 
準備金

その他
利益  
剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日

残高（百万円） 

  

262,686 88,729 37,309 - 28,280 △312 416,692 94,341 - 511,033

中間会計期間中の 

変動額 
                   

 

剰余金の配当

（注） 
- - - - △8,792 - △8,792 - - △8,792

中間純利益 - - - - 26,885 - 26,885 - - 26,885

自己株式の取得 - - - - - △78 △78 - - △78

自己株式の処分 - - 1 - - 3 4 - - 4

株主資本以外 

の項目の中間会

計期間中の 

変動額(純額) 

- - - - - - - △19,918 △17,610 △37,528

中間会計期間中の 

変動額合計 

（百万円） 

  

- - 1 - 18,093 △75 18,019 △19,918 △17,610 △19,509

平成18年９月30日 

残高（百万円） 

  

262,686 88,729 37,310 - 46,373 △387 434,711 74,423 △17,610 491,524



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）                       

  

  

  

  

株主資本  評価・換算差額等 

純資産 
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式 

株主資本
合計 

その他 
有価証券
評価 
差額金 

繰延 
ヘッジ 
損益 

資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

その他
利益  
剰余金 

繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日

残高（百万円） 

  

262,686 88,729 37,311 59,043 △473 447,296 87,767 △18,449 516,614

中間会計期間中の 

変動額 
                 

 

剰余金の配当 - - - △11,268 - △11,268 - - △11,268

中間純利益 - - - 27,647 - 27,647 - - 27,647

自己株式の取得 - - - - △186 △186 - - △186

自己株式の処分 - - 4 - 3 7 - - 7

株主資本以外 

の項目の中間会

計期間中の 

変動額(純額) 

- - - - - - △7,296 3,082 △4,214

中間会計期間中の 

変動額合計 

（百万円） 

  

- - 4 16,379 △183 16,200 △7,296 3,082 11,986

平成19年９月30日 

残高（百万円） 

  

262,686 88,729 37,315 75,422 △656 463,496 80,471 △15,367 528,600



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）                       

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  

株主資本  評価・換算差額等 

純資産
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己
株式 

株主資本
合計 

その他 
有価証券
評価 
差額金 

繰延 
ヘッジ 
損益 

資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

利益 
準備金

その他
利益  
剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日

残高（百万円） 

  

262,686 88,729 37,309 - 28,280 △312 416,692 94,341 - 511,033

事業年度中の 

変動額 
                   

 

剰余金の配当

（注） 
- - - - △8,792 - △8,792 - - △8,792

剰余金の配当 - - - - △6,318 - △6,318 - - △6,318

当期純利益 - - - - 45,873 - 45,873 - - 45,873

自己株式の取得 - - - - - △167 △167 - - △167

自己株式の処分 - - 2 - - 6 8 - - 8

株主資本以外 

の項目の事業年

度中の変動額 

(純額) 

- - - - - - - △6,574 △18,449 △25,023

事業年度中の 

変動額合計 

（百万円） 

  

- - 2 - 30,763 △161 30,604 △6,574 △18,449 5,581

平成19年３月31日 

残高（百万円） 

  

262,686 88,729 37,311 - 59,043 △473 447,296 87,767 △18,449 516,614



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１ たな卸資産の評価基
準及び評価方法 

(1) 通常の販売目的で保有す
るたな卸資産 
 移動平均法ないし個別
法による原価法によって
おります。（貸借対照表
価額は収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法に
より算定） 

(1) 通常の販売目的で保有す
るたな卸資産 

同左 

(1) 通常の販売目的で保有す
るたな卸資産 

同左 

  (2) トレーディング目的で保
有するたな卸資産 
 時価法によっておりま
す。 

(2) トレーディング目的で保
有するたな卸資産 

同左 

(2) トレーディング目的で保
有するたな卸資産 

同左 

２ たな卸資産以外の資
産の評価基準及び評
価方法 

(1）有価証券 
① 売買目的有価証券 
 時価法（売却原価は移
動平均法により算定）に
よっております。 

(1）有価証券
① 売買目的有価証券 

同左 

(1）有価証券 
① 売買目的有価証券 

同左 

  ② 満期保有目的債券 
 償却原価法によってお
ります。 

② 満期保有目的債券
同左 

② 満期保有目的債券
同左 

  ③ 子会社株式及び関連会
社株式 

 移動平均法による原価
法によっております。 

③ 子会社株式及び関連会
社株式 

同左 

③ 子会社株式及び関連会
社株式 

同左 

  ④ その他有価証券 
時価のあるもの 
当中間会計期間末日

の市場価格等に基づく
時価法(評価差額は全
部純資産直入法により
処理し、売却原価は移
動平均法により算定）
によっております。 

④ その他有価証券
時価のあるもの 

同左 

④ その他有価証券 
時価のあるもの 
 当事業年度末日の市
場価格等に基づく時価
法（評価差額は全部純
資産直入法により処理
し、売却原価は移動平
均法により算定）によ
っております。 

  時価のないもの 
 移動平均法による原
価法によっておりま
す。 

時価のないもの
同左 

時価のないもの 
同左 

  (2）デリバティブ 
 時価法によっておりま
す。 

(2）デリバティブ
同左 

(2）デリバティブ 
同左 

  (3）金銭の信託 
 保有目的に応じ、有価証
券に準じた評価基準を適用
しております。 

(3）金銭の信託
同左 

(3）金銭の信託 
同左 

３ 固定資産の減価償却
の方法 

(1）有形固定資産 
 有形固定資産について
は、定率法によっておりま
す。ただし、丸紅多摩セン
ター、東京本社ビルの建物
については、定額法によっ
ております。耐用年数につ
いては、主なものとして、
建物が２～50年でありま
す。 
 なお、平成10年度の税制
改正により、平成10年４月
１日以降に取得した建物
（付属設備を除く）につい
ては、定額法を採用してお
ります。 

(1）有形固定資産
 有形固定資産について
は、定率法によっておりま
す。ただし、丸紅多摩セン
ター、東京本社ビルの建物
については、定額法によっ
ております。耐用年数につ
いては、主なものとして、
建物が２～50年でありま
す。 
 なお、平成10年度の税制
改正により、平成10年４月
１日以降に取得した建物
（付属設備を除く）につい
ては、定額法を採用してお
ります。 
 また、平成19年度の税制
改正により、平成19年４月
１日以降に取得した有形固
定資産については、改正後
の法人税法に基づく減価償
却の方法を採用しておりま
す。 

(1）有形固定資産 
 有形固定資産について
は、定率法によっておりま
す。ただし、丸紅多摩セン
ター、東京本社ビルの建物
については、定額法によっ
ております。耐用年数につ
いては、主なものとして、
建物が２～50年でありま
す。 
 なお、平成10年度の税制
改正により、平成10年４月
１日以降に取得した建物
（付属設備を除く）につい
ては、定額法を採用してお
ります。 

 



項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

  (2）無形固定資産 
 無形固定資産について
は、定額法によっておりま
す。なお、自社利用のソフ
トウェアについては、社内
における利用可能期間（原
則５年）に基づく定額法に
よっております。 

(2）無形固定資産 
同左 

(2）無形固定資産 
同左 

４ 繰延資産の処理方法 (1）株式交付費 
 株式交付費は、支出時に
全額費用として処理してお
ります。なお、前事業年度
末までに発生した新株発行
費は、３年間で均等償却し
ております。 

(1）株式交付費 
 株式交付費は、支出時に
全額費用として処理してお
ります。なお、平成18年３
月31日以前に発生した新株
発行費は、３年間で均等償
却しております。 

(1）株式交付費 
 株式交付費は、支出時に
全額費用として処理してお
ります。なお、前事業年度
末までに発生した新株発行
費は、３年間で均等償却し
ております。 

  (2）社債発行費 
 社債発行費は、償還期限
までの期間で均等償却して
おります。なお、前事業年
度末までに発生した社債発
行費は、３年間で均等償却
しております。 

(2）社債発行費
 社債発行費は、償還期限
までの期間で均等償却して
おります。なお、平成18年
３月31日以前に発生した社
債発行費は、３年間で均等
償却しております。 

(2）社債発行費 
 社債発行費は、償還期限
までの期間で均等償却して
おります。なお、前事業年
度末までに発生した社債発
行費は、３年間で均等償却
しております。 

５ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 
 一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権について
は、個別に回収可能性を検
討し、貸倒見積額を計上し
ております。 

(1）貸倒引当金
同左 

(1）貸倒引当金 
同左 

  (2）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備え
るため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当
中間会計期間末において発
生していると認められる額
を計上しております。 
 なお、会計基準変更時差
異（89,084百万円）につい
ては、厚生年金基金の代行
部分の返上に伴う処理を除
き、15年による按分額を費
用処理しております。 
 過去勤務債務は、その発
生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数
（主に14.9年）による定額
法により、退職給付費用を
減額処理しております。 
 数理計算上の差異は、各
事業年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（主に
14.9年）による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処
理しております。 
 当中間会計期間末におい
ては、年金資産の額が、退
職給付債務に会計基準変更
時差異の未処理額、未認識
過去勤務債務及び未認識数
理計算上の差異を加減した
額を超えているため、前払
年金費用として中間貸借対
照表の投資その他の資産の
部に計上しております。 

(2）退職給付引当金
同左  

(2）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備え
るため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当
事業年度末において発生し
ていると認められる額を計
上しております。 
 なお、会計基準変更時差
異（89,084百万円）につい
ては、厚生年金基金の代行
部分の返上に伴う処理を除
き、15年による按分額を費
用処理しております。 
 過去勤務債務は、その発
生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数
（主に14.9年）による定額
法により、退職給付費用を
減額処理しております。 
 数理計算上の差異は、各
事業年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（主に
14.9年）による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処
理しております。 
 当事業年度末において
は、年金資産の額が、退職
給付債務に会計基準変更時
差異の未処理額、未認識過
去勤務債務及び未認識数理
計算上の差異を加減した額
を超えているため、前払年
金費用として貸借対照表の
投資その他の資産の部に計
上しております。 

 



項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

  (3）債務保証等損失引当金
 子会社等に対する債務保
証等の偶発債務による損失
に備えるため、被保証先の
財務状態等を勘案の上、必
要と認められる額を計上し
ております。 

(3）債務保証等損失引当金
同左 

(3）債務保証等損失引当金
同左 

  (4）役員退職慰労引当金 
 役員及び執行役員への退
職慰労金支払に備えるた
め、内規を基礎として算定
された当中間会計期間末現
在の支給見積額を計上して
おります。 

  
  
  

───── 
  
  
  

(4）役員退職慰労引当金 
 役員及び執行役員への退
職慰労金支払に備えるた
め、内規を基礎として算定
された当事業年度末現在の
支給見積額を計上しており
ます。 

６ リース取引の処理方
法 

 リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。 

同左 同左 

７ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 
 主に、繰延ヘッジ処理を
適用しております。ただ
し、その他有価証券をヘッ
ジ対象とするものについて
は時価ヘッジ処理を適用し
ております。また、金利ス
ワップについては、特例処
理の要件を満たす場合は特
例処理を適用しておりま
す。なお、為替予約等のう
ち、外貨建金銭債権債務に
付しているものについては
振当処理を適用しておりま
す。 

(1）ヘッジ会計の方法
同左 

(1）ヘッジ会計の方法 
同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対
象 

 主に為替変動、金利変
動、価格変動等の市場リス
クを、為替予約取引、金利
スワップ、商品先物取引等
により個別又は包括にヘッ
ジしております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対
象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象
同左 

  (3）ヘッジ方針 
 取引部課の所属する部門
毎にリスク管理方針を作成
し、為替、金利、商品等の
リスクを必要に応じてヘッ
ジしております。 

(3）ヘッジ方針
同左 

(3）ヘッジ方針 
同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方
法 

 ヘッジ対象及びヘッジ手
段に応じて、比率分析等に
より、ヘッジ取引の事前、
事後に有効性の評価を行っ
ております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方
法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法
同左 

 



項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

８ その他中間財務諸表
（財務諸表）作成の
基本となる事項 

(1）消費税等の会計処理 
 消費税及び地方消費税の
会計処理は、税抜方式によ
っております。 

(1）消費税等の会計処理
同左 

(1）消費税等の会計処理
同左 

  (2）大型不動産開発事業に
係る支払利息の取得原価
への算入 

 大型不動産開発事業（総
事業費が50億円を超え、開
発期間が２年を超える事
業）に係る正常な開発期間
中の支払利息は取得原価に
算入しております。 

(2）大型不動産開発事業に
係る支払利息の取得原価
への算入 

同左 

(2）大型不動産開発事業に係
る支払利息の取得原価へ
の算入 

 大型不動産開発事業（総
事業費が50億円を超え、開
発期間が２年を超える事
業）に係る正常な開発期間
中の支払利息は取得原価に
算入しており、当事業年度
における取崩額は504百万
円であり、累積額は401百
万円であります。 

  (3）連結納税制度 
 連結納税制度を適用して
おります。 

(3）連結納税制度
同左 

(3）連結納税制度 
同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

 １ 「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号 平成18

年７月５日）が平成20年３月31日以

前に開始する事業年度から適用でき

ることになったことに伴い、当中間

会計期間から同会計基準を適用して

おります。 

 これにより従来の方法によった場

合と比較して、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は、それぞれ

748百万円増加しております。 

  

  

  

  

  

────── 

 １ 「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号 平

成18年７月５日）が平成20年３月

31日以前に開始する事業年度から

適用できることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基準を

適用しております。 

 これにより、従来の方法によっ

た場合と比較して、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益に与

える影響は軽微であります。 

 ２  当中間会計期間より、「繰延資産

の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第19号 平成18年８

月11日）を適用しております。 

 これにより従来の方法によった場

合と比較して、経常利益及び税引前

中間純利益に与える影響は軽微であ

ります。なお、当中間会計期間に発

生した社債発行費はありません。 

  

  

  

  

  

────── 

 ２  当事業年度より「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第19号 平成18年

８月11日）を適用しております。 

 これにより、従来の方法によっ

た場合と比較して、経常利益及び

税引前当期純利益に与える影響は

軽微であります。 

 ３  当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これにより従来の方法によった場

合と比較して、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益に与える影響

はありません。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、509,134百万円でありま

す。 

  なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における貸

借対照表の純資産の部については、

改正後の中間財務諸表等規則により

作成しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

────── 

 ３  当事業年度より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月

９日）を適用しております。 

 これにより、従来の方法によっ

た場合と比較して、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益に与

える影響はありません。従来の資

本の部の合計に相当する金額は、

535,063百万円であります。 

  なお、財務諸表等規則の改正に

より、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、改

正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。なお、従来の方法によった場

合と比較して、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益に与える

影響は軽微であります。 

  

  

  

  

────── 

  

  

  



表示方法の変更 

前中間会計期間 当中間会計期間 

  

  

────── 

  （中間貸借対照表関係） 

  内国法人の発行する譲渡性預金は、従来、「現金及び預

金」に含めて表示しておりましたが、「金融商品会計に

関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号 平成19

年７月４日）の改正に伴い、「有価証券」に含めて表示

しております。 



追加情報 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

  「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第４号）が平成18

年１月31日付で改正されたことに

伴い、当中間会計期間から繰延ヘ

ッジ損益（税効果控除後）の金額

を普通株式に係る中間会計期間末

の１株当たり純資産額の計算に含

めております。 

 なお、従来の方法により算定し

た当中間会計期間末の１株当たり

純資産額は、274円46銭でありま

す。 

  

  

  

  

  

  

 ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

────── 

  

 

   

  

  

────── 

  

 

  

 

  

  

  

１ 平成19年度の法人税法改正に伴 

い、平成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上し

ております。なお、従来の方法に

よった場合と比較して、営業利

益、経常利益及び税引前中間純利

益に与える影響は軽微でありま

す。 

２ 従来、役員及び執行役員への退

職慰労金支払に備えるため、内規

を基礎として算定された所要額を

役員退職慰労引当金として計上し

ておりましたが、平成19年６月22

日開催の定時株主総会において、

退職慰労金を打ち切り支給するこ

とを決議いたしました。これによ

り、役員退職慰労金の打ち切り支

給額の未払分を固定負債の「その

他」へ振替えております。 

  「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第４号）が平成18

年１月31日付で改正されたことに

伴い、当事業年度から繰延ヘッジ

損益（税効果控除後）の金額を普

通株式に係る事業年度末の１株当

たり純資産額の計算に含めており

ます。 

 なお、従来の方法により算定し

た当事業年度末の１株当たり純資

産額は、308円64銭であります。 

  

  

  

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

１ ※１のうち、担保に供し

ている資産 

      

［差入資産の種類］       

売掛金 

短期貸付金 

投資有価証券及び関係会

社株式 

合計 

2,241百万円

10,000百万円

65,955百万円

78,196百万円

1,238百万円

10,000百万円

170,905百万円

182,143百万円

1,770百万円

10,000百万円

64,626百万円

76,396百万円

［債務の種類］       

その他の流動負債 

長期借入金（一年以内返

済分を含む） 

合計 

10,000百万円

1,999百万円

11,999百万円

10,000百万円

1,043百万円

11,043百万円

10,000百万円

1,494百万円

11,494百万円

        

２ ※２たな卸資産のうち販

売用不動産 
63,768百万円 74,598百万円 67,860百万円 

３ ※３有形固定資産減価償

却累計額 
42,414百万円 44,675百万円 43,475百万円 

４ 偶発債務       

(1）保証債務       

取引先の銀行借入等に

対する保証 

  

  

  

  

  

  

  

合計 

Marubeni  

Offshore 

Production 

(USA) 

134,394百万円

Marubeni 

Petroleum 
61,121百万円

その他 

（116社） 
286,056百万円

  481,571百万円

Marubeni  

Offshore 

Production 

(USA) 

83,802百万円

Marubeni  

Aviation  

Services 

31,773百万円

その他 

（109社） 
270,271百万円

  385,846百万円

Marubeni  

Offshore 

Production 

(USA) 

85,704百万円

Marubeni  

Aviation  

Services 

31,613百万円

その他 

（115社） 
239,592百万円

  356,909百万円

     その他には重複による消去10,954

百万円を含めております。 

 その他には重複による消去27,391

百万円を含めております。  

 



項目 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

(2）保証予約等       

取引先の銀行借入等に

対する保証予約等 

  

  

  

合計 

Marubeni  

America 
22,786百万円

Marubeni 

International 

Finance 

4,716百万円

その他（10社） 9,265百万円

  36,767百万円

Marubeni  

America 
13,451百万円

Marubeni 

International 

Finance 

8,657百万円

その他（9社） 10,016百万円

  32,124百万円

Marubeni  

America 
15,312百万円

Marubeni 

International 

Finance 

8,854百万円

その他（9社） 7,864百万円

  32,030百万円

        

   複数の保証人がいる連帯保証及

び他社が再保証している債務保証

については、当社の負担額を記載

しております。 

 その他には重複による消去10,055

百万円を含めております。  

 複数の保証人がいる連帯保証及び

他社が再保証している債務保証に

ついては、当社の負担額を記載し

ております。 

 その他には重複による消去472百

万円を含めております。 

 複数の保証人がいる連帯保証及び

他社が再保証している債務保証に

ついては、当社の負担額を記載し

ております。 

      

   平成18年４月より国内子会社等

の資金調達を本社に一元化してお

り、国内子会社等向けにグループ

ファイナンスを行う丸紅フィナン

シャルサービスに対し、当社はそ

の必要資金の融資を行っておりま

す。 

 当中間会計期間末における丸紅

フィナンシャルサービス向けの

「関係会社貸付金」等のうち、当

社と丸紅フィナンシャルサービス

との契約に基づき、国内子会社等

に対する回収リスクを当社が負っ

ているものは次の通りでありま

す。 

 平成18年４月より国内子会社等

の資金調達を本社に一元化してお

り、国内子会社等向けにグループ

ファイナンスを行う丸紅フィナン

シャルサービスに対し、当社はそ

の必要資金の融資を行っておりま

す。 

 当中間会計期間末における丸紅

フィナンシャルサービス向けの

「関係会社貸付金」等のうち、当

社と丸紅フィナンシャルサービス

との契約に基づき、国内子会社等

に対する回収リスクを当社が負っ

ているものは次の通りでありま

す。 

 平成18年４月より国内子会社等

の資金調達を本社に一元化してお

り、国内子会社等向けにグループ

ファイナンスを行う丸紅フィナン

シャルサービスに対し、当社はそ

の必要資金の融資を行っておりま

す。 

 当事業年度末における丸紅フィ

ナンシャルサービス向けの「関係

会社貸付金」等のうち、当社と丸

紅フィナンシャルサービスとの契

約に基づき、国内子会社等に対す

る回収リスクを当社が負っている

ものは次の通りであります。 

  

  

丸紅フーズイン

ベストメント 
45,868百万円

その他（49社） 149,391百万円

 合計 195,259百万円

  

丸紅フーズイン

ベストメント 
45,634百万円

その他（50社） 164,179百万円

 合計 209,813百万円

丸紅フーズイン

ベストメント 
45,822百万円

その他（45社） 151,392百万円

 合計 197,214百万円

５ ※４手形割引高 

  及び裏書譲渡高 

      

 受取手形裏書譲渡高 ────── ────── 6百万円 

 輸出手形割引高 13,226百万円 17,292百万円 14,124百万円 

        

６ ※５中間会計期間（事

業年度）末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。 

 なお、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、以

下の満期手形が中間会計期間末日

残高に含まれております。 

 中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。 

 なお、当中間会計期間の末日及

びその前日は金融機関の休日であ

ったため、以下の満期手形が中間

会計期間末日残高に含まれており

ます。 

 当事業年度末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をも

って決済処理しております。 

 なお、当事業年度末日は金融機

関の休日であったため、以下の満

期手形が当事業年度末日の残高に

含まれております。 

  

  

  受取手形 5,220百万円  

  支払手形 6,998百万円  

  

  受取手形 4,451百万円  

  支払手形 3,283百万円  

  受取手形 5,347百万円  

  支払手形 7,035百万円  



（中間損益計算書関係） 

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１ ※１ 特別利益の内訳 有形固定資産等

売却益 

 
129百万円

投資有価証券売

却益 

 
9,143百万円

関係会社貸倒引

当金取崩益 

 
954百万円

貸倒引当金 

取崩益 

 
716百万円

合計   10,942百万円

有形固定資産等

売却益 

 
17百万円

投資有価証券売

却益 

 
7,000百万円

関係会社貸倒引

当金取崩益 

 
2,129百万円

合計   9,146百万円

有形固定資産等

売却益 

 
139百万円

投資有価証券売

却益 

 
21,343百万円

関係会社貸倒引

当金取崩益

（注）１ 

 

6,815百万円

合計   28,297百万円

２ ※２ 特別損失の内訳 有形固定資産等

売却損 

 
55百万円

投資有価証券売

却損 

 
54百万円

投資有価証券及

び関係会社株式

評価損 

 

15,785百万円

関係会社等整理

損 

 
20百万円

関係会社等貸倒

引当金繰入額 

 
3,955百万円

減損損失（注）

１ 

  2,594百万円

合計   22,463百万円

有形固定資産等

売却損 

 
79百万円

投資有価証券売

却損 

 
416百万円

投資有価証券及

び関係会社株式

評価損 

 

1,753百万円

関係会社貸倒損

失等 

 
1,345百万円

特定海外債権貸

倒損失等 

 
4,052百万円

減損損失（注）

１ 

  4,900百万円

合計   12,545百万円

有形固定資産等

売却損 

 
172百万円

投資有価証券売

却損 

 
3,250百万円

投資有価証券及

び関係会社株式

評価損 

 

38,074百万円

関係会社貸倒損

失等（注）２ 

 
5,274百万円

特定海外債権貸

倒損失等（注）

３ 

 

1,731百万円

減損損失（注）

４ 

 
6,658百万円

合計   55,159百万円

   （注）１ 賃料の継続的下落な

どにより所在場所毎に減

損の認識された商業施設

及び賃貸用固定資産など

（主に近畿圏に所在）に

ついて、帳簿価額のうち

回収可能価額を超過した

額を減損損失として計上

したものであります。固

定資産の減損損失の種類

毎の内訳は、土地2,276

百万円、建物312百万

円、構築物６百万円とな

っております。なお、回

収可能価額の算定は、鑑

定評価等に基づく正味売

却価額によっておりま

す。 

 （注）１ 賃料の継続的な下落

などにより所在場所毎に

減損の認識された賃貸用

固定資産など（主に首都

圏に所在）について、帳

簿価額のうち回収可能価

額を超過した額を減損損

失として計上したもので

あります。固定資産の減

損損失の種類毎の内訳

は、土地4,710百万円、

建物189百万円、その他

１百万円となっておりま

す。なお、回収可能価額

の算定は、鑑定評価等に

基づく正味売却価額によ

っております。 

（注）１ 特定の関係会社に対す

る債権等についてリスト

ラクチャリングの実行に

伴い発生する損失に備

え、所要額を引当てたも

ののうち、回収可能性を

見直した結果、その所要

額には達しないと判断さ

れたものに対して貸倒引

当金を取崩したものであ

ります。 

      

  

  

  

  

２ 特定の関係会社等に対

する債権等について、リ

ストラクチャリングの実

行に伴い発生する損失を

計上、及び所要額を貸倒

引当金に繰り入れたもの

であります。 

 



項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

      ３ 特定債務者向け債権等

に対して将来の不測の事

態に備えるため、所要額

を引当てたもの、及び、

特定国向け債権等の回収

として当該債権等を売却

した際の譲渡損失であり

ます。 

      ４ 賃料の継続的下落など

により所在場所毎に減損

の認識された商業施設及

び賃貸用固定資産など

（主に近畿圏に所在）に

ついて、帳簿価額のうち

回収可能価額を超過した

額を減損損失として計上

したものであります。固

定資産の減損損失の種類

毎の内訳は、土地6,311  

百万円、建物328百万

円、その他19百万円とな

っております。なお、回

収可能価額の算定は、鑑

定評価等に基づく正味売

却価額によっておりま

す。 

        

３ 減価償却実施額       

有形固定資産 

無形固定資産 

合計 

1,504百万円

974百万円

2,478百万円

1,485百万円

913百万円

2,398百万円

3,019百万円

1,909百万円

4,928百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 Ⅰ 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）     

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項              

 （注）１ 普通株式の発行済株式総数の増加 25,125,626株及び第一回第一種優先株式の自己株式数の増加 15,000,000株

は、第一回第一種優先株主からの取得請求に基づき、同優先株式 15,000,000株を取得したことと引換えに普

通株式を交付したことによるものです。 

 （注）２ 普通株式の自己株式数の増加 128,260株は単元未満株式の買取による取得であり、減少 8,922株は単元未満 

          株式の買増請求による売渡であります。 

(注) (2)の配当の原資は利益剰余金となります。 

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間 
増加株式数（株） 

当中間会計期間 
減少株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

 発行済株式 

 

普通株式（注）１ 1,608,451,165 25,125,626 - 1,633,576,791 

第一回第一種優先株式 75,500,000 - - 75,500,000 

合  計 1,683,951,165 25,125,626 - 1,709,076,791 

自己株式 

 

 

  

普通株式（注）２ 1,056,938 128,260 8,922 1,176,276 

第一回第一種優先株式 

（注）１ 
- 15,000,000 - 15,000,000 

合  計 1,056,938 15,128,260 8,922 16,176,276 

２.配当に関する事項  

 (決議)  株式の種類  配当金の総額  
一株当たりの 

配当額  
基準日  効力発生日  

 （1）配当支払額  

平成18年６月23日 

定時株主総会  

普通株式  8,037百万円  ５円00銭 

平成18年３月31日  平成18年６月26日  
第一回第一種 

優先株式  
755百万円  10円00銭 

 （2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの  

平成18年10月27日 

取締役会  

普通株式  5,713百万円  ３円50銭 

平成18年９月30日  平成18年12月６日  
第一回第一種 

優先株式  
   605百万円 10円00銭 



 Ⅱ 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）     

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項              

 （注）１ 普通株式の自己株式数の増加 188,105株は単元未満株式の買取による取得であり、減少 7,293株は単元未満 

          株式の買増請求による売渡であります。 

２.配当に関する事項 

 （1）配当支払額 

 （2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間 
増加株式数（株）

当中間会計期間 
減少株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

 発行済株式 

 
普通株式 1,734,916,816 - - 1,734,916,816 

合  計 1,734,916,816 - - 1,734,916,816 

自己株式 

 
普通株式（注）１ 1,307,889 188,105 7,293 1,488,701 

合  計 1,307,889 188,105 7,293 1,488,701 

(決議)  株式の種類  配当金の総額  
１株当たり 

配当額 
基準日  効力発生日  

 平成19年５月18日 

取締役会 
普通株式   11,268百万円  ６円50銭   平成19年３月31日  平成19年６月１日

（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年10月26日 

取締役会 
普通株式 10,401百万円 利益剰余金 ６円00銭 平成19年９月30日 平成19年12月３日



 Ⅲ 前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）     

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項              

 （注）１ 普通株式の発行済株式総数の増加 126,465,651株及び第一回第一種優先株式の自己株式数の増加 75,500,000 

          株は、第一回第一種優先株主からの取得請求に基づき、同優先株式 75,500,000株を取得したことと引換えに 

          普通株式を交付したことによるものです。 

 （注）２ 第一回第一種優先株式の発行済株式数及び自己株式数の減少 75,500,000株は、第一回第一種優先株主からの 

     取得請求に基づいて取得した同優先株式 75,500,000株を消却したことによるものです。 

 （注）３ 普通株式の自己株式数の増加 267,604株は単元未満株式の買取による取得であり、減少 16,653株は単元未満 

          株式の買増請求による売渡であります。 

２.配当に関する事項 

 （1）配当支払額 

 （2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度 
増加株式数（株） 

当事業年度 
減少株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

 発行済株式 

 

普通株式（注）１ 1,608,451,165 126,465,651 - 1,734,916,816 

第一回第一種優先株式 

（注）２ 
75,500,000 - 75,500,000 - 

合  計 1,683,951,165 126,465,651 75,500,000 1,734,916,816 

自己株式 

 

 

  

普通株式（注）３ 1,056,938 267,604 16,653 1,307,889 

第一回第一種優先株式 

（注）１,２ 
- 75,500,000 75,500,000 - 

合  計 1,056,938 75,767,604 75,516,653 1,307,889 

(決議)  株式の種類  配当金の総額  
１株当たりの 

配当額  
基準日  効力発生日  

平成18年６月23日 

定時株主総会  

普通株式  8,037百万円  ５円00銭 

平成18年３月31日 平成18年６月26日 
第一回第一種 

優先株式 
755百万円  10円00銭 

 平成18年10月27日 

取締役会 

普通株式   5,713百万円  ３円50銭  

 平成18年９月30日  平成18年12月６日
第一回第一種 

優先株式  
605百万円  10円00銭 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年５月18日 

取締役会 
普通株式 11,268百万円 利益剰余金 ６円50銭 平成19年３月31日 平成19年６月１日



（リース取引関係） 

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１ リース物件の所有権 

 が借主に移転すると 

 認められるもの以外 

 のファイナンス・リ 

 ース取引 

（借手側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間会

計期間末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間会

計期間末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  

取得 
価額 

相当額 
(百万円) 

減価 
償却 

累計額
相当額 
(百万円) 

中間会
計期間
末残高
相当額 
(百万円)

器具
及び
備品 

1,496 632 864

取得 
価額 
相当額 

(百万円)

減価 
償却 

累計額
相当額 
(百万円)

中間会
計期間
末残高
相当額 
(百万円)

器具
及び
備品 

1,842 966 876

取得 
価額 
相当額 

(百万円) 

減価 
償却 

累計額
相当額 

(百万円) 

期末 
残高 
相当額 

(百万円)

器具
及び
備品 

1,622 728 894

  （注） 取得価額相当額は、未経過 

   リース料中間会計期間末残高  

   が有形固定資産の中間会計期 

   間末残高等に占める割合が低 

   いため、支払利子込み法によ 

   り算定しております。 

（注） 取得価額相当額は、未経過 

   リース料中間会計期間末残高  

   が有形固定資産の中間会計期 

   間末残高等に占める割合が低 

   いため、支払利子込み法によ 

   り算定しております。 

（注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

  (2）未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

(2）未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 487百万円

１年超 1,544百万円

合計 2,031百万円

１年内 511百万円

１年超 1,070百万円

合計 1,581百万円

１年内 478百万円

１年超 1,191百万円

合計 1,669百万円

  （注） 未経過リース料中間会計期 

   間末残高相当額は、未経過リ 

   ース料中間会計期間末残高が 

   有形固定資産の中間会計期間 

  末残高等に占める割合が低い  

   ため、支払利子込み法により 

   算定しております。 

（注） 未経過リース料中間会計期 

   間末残高相当額は、未経過リ 

   ース料中間会計期間末残高が 

   有形固定資産の中間会計期間 

  末残高等に占める割合が低い  

   ため、支払利子込み法により 

   算定しております。 

（注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

  (3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

  支払リース料 154百万円

減価償却費相当額 154百万円

支払リース料 193百万円

減価償却費相当額 193百万円

支払リース料 311百万円

減価償却費相当額 311百万円

  (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

             同左 

 



項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（貸手側）  未経過リース料中間会計期間末残

高相当額 

 未経過リース料中間会計期間末残

高相当額 

 未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 243百万円

１年超 1,270百万円

合計 1,513百万円

１年内 164百万円

１年超 658百万円

合計 822百万円

１年内 164百万円

１年超 740百万円

合計 904百万円

  （注） 上記は全て転貸リース取引

  に係る貸手側の未経過リース

  料中間会計期間末残高相当額 

  であります。 

     なお、当該転貸リース取引 

    はおおむね同一の条件で第三 

       者にリースしておりますの 

    で、ほぼ同額の残高が上記の 

       借手側の注記(2）未経過リー 

       ス料中間会計期間末残高相当 

    額に含まれております。 

（注） 上記は全て転貸リース取引

  に係る貸手側の未経過リース

  料中間会計期間末残高相当額 

  であります。 

     なお、当該転貸リース取引 

    はおおむね同一の条件で第三 

       者にリースしておりますの 

    で、ほぼ同額の残高が上記の 

       借手側の注記(2）未経過リー 

       ス料中間会計期間末残高相当 

    額に含まれております。 

（注） 上記は全て転貸リース取引

に係る貸手側の未経過リース

料期末残高相当額でありま

す。 

 なお、当該転貸リース取引

はおおむね同一の条件で第三

者にリースしておりますの

で、ほぼ同額の残高が上記の

借手側の注記(2）未経過リー

ス料期末残高相当額に含まれ

ております。 

２ オペレーティング・ 

 リース取引 

（借手側） 

 未経過リース料  未経過リース料  未経過リース料 

１年内 1,352百万円

１年超 6,141百万円

合計 7,493百万円

１年内 1,330百万円

１年超 4,824百万円

合計 6,154百万円

１年内 1,343百万円

１年超 5,483百万円

合計 6,826百万円



（有価証券関係） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

１ 前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

    中間貸借対照表計上額 時価 差額 

  (1）子会社株式 5,947百万円 11,116百万円 5,169百万円 

  (2）関連会社株式 16,749百万円 37,299百万円 20,550百万円 

  計 22,696百万円 48,415百万円 25,719百万円 

２ 当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

    中間貸借対照表計上額 時価 差額 

  (1）子会社株式 8,421百万円 19,045百万円 10,624百万円 

  (2）関連会社株式 16,218百万円 26,173百万円 9,955百万円 

  計 24,639百万円 45,218百万円 20,579百万円 

３ 前事業年度末（平成19年３月31日） 

    貸借対照表計上額 時価 差額 

  (1）子会社株式 5,947百万円 12,266百万円 6,319百万円 

  (2）関連会社株式 16,749百万円 37,931百万円 21,182百万円 

  計 22,696百万円 50,197百万円 27,501百万円 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

──────  当社は、平成19年11月30日開催の

取締役会において、丸紅テレコム株

式会社（以下「丸紅テレコム」とい

う。）を完全子会社とするため、新

株発行を伴う株式交換を行うことを

決議するとともに、同日付で丸紅テ

レコムとの間で株式交換契約書を締

結いたしました。その概要は以下の

通りです。 

────── 

  （1）株式の種類及び銘柄 

 当社普通株式 

 

  （2）発行数 

 3,024,084株 （予定） 

 丸紅テレコムの株主（実質株主を

含み、当社を除く。以下同様。）に

対して、その所有する丸紅テレコム

の普通株式に代わり、効力発生日の

前日の最終の丸紅テレコムの株主名

簿（実質株主名簿を含む。）に記載

又は記録された丸紅テレコムの株主

が所有する丸紅テレコムの普通株式

の株式数の合計に111を乗じた数の当

社の普通株式を交付いたします。ま

た、本株式交換により丸紅テレコム

の株主に交付しなければならない当

社の普通株式の数に１株に満たない

端数が生じた場合には、会社法第234

条の規定に従い、当該株主に対して

は金銭の交付が行われることになり

ます。 

 なお、上記発行数につきまして

は、丸紅テレコムによる新株予約権

の行使等の理由により今後修正され

る可能性があります。 

 

  （3）発行価格及び資本組入額 

 発行価格は、会社計算規則第68条

第１項に規定する株主払込資本変動

額を、上記（2）の発行数で除した額

となります。 

 資本組入額は、１株あたり金０円

となります。 

 

  （4）発行価額の総額及び資本組入額の

総額 

 発行価額の総額は、会社計算規則

第68条第１項に規定する株主払込資

本変動額となります。 

 資本組入額の総額は、金０円とな

ります。  

 

 



前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

  （5）発行方法 

 丸紅テレコムの普通株式１株（た

だし、当社が保有する普通株式を除

く。）に対し、当社の普通株式111株

の割合をもって割当交付いたしま

す。ただし、当社が保有する丸紅テ

レコムの普通株式については割当交

付を行いません。  

 

  （6）新規発行年月日 

 平成20年３月１日 （予定） 

 



(2）【その他】 

① 決算日後の状況 

 平成19年10月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し次の通り決議しました。 

（普通株式） 

（イ）中間配当金の総額             10,401百万円 

（ロ）一株当たりの金額            ６円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日  平成19年12月３日 

（注）平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

す。 

② 訴訟 

 当社は、インドネシアの企業グループであるSugar Groupに属するPT Indolampung Perkasa及び

PT Sweet Indolampungに対して保有する融資債権について、支払督促を行っておりましたが、当該債務者２社を

含むSugar Group企業から、当該債権の担保不動産を管轄するグヌンスギ地方裁判所において、当社・丸紅欧州

会社の他、Sugar Groupの旧オーナーであるサリムグループ企業、それぞれの役員・従業員並びに本邦金融機関

２社等を含め合計53名を被告として、当社債権・担保の無効確認及び損害賠償（他の被告と連帯債務にある請求

分を含め請求金額11億１千万ドル）を求める訴訟を提起されております。 

 平成19年11月13日に、当社債権・担保の一部無効を確認し、53名の被告のうち当社・丸紅欧州会社を含む合計

23名の被告（当社役員・従業員他を除く）が連帯して損害賠償金約927億ルピア（約10百万ドル相当）を支払う

ことを命ずる第一審判決が言い渡されておりますが、当社は高等裁判所に対して控訴手続を行っております。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

    事業年度      

１  有価証券報告書 

及びその添付書類 

（第83期） 

  

自 平成18年４月１日  

至 平成19年３月31日 

平成19年６月22日 

関東財務局長に提出  

          

２ 臨時報告書       

  ①「企業内容等の開示に関する内閣府令」第19条第２項第６号の２（提出会社が株式交換完全親会社となる株式交

換）に基づく臨時報告書 

 平成19年11月12日 関東財務局長に提出 

②「企業内容等の開示に関する内閣府令」第19条第２項第６号（提出会社に対し提起され、損害賠償請求金額が、

当該提出会社の最近事業年度の末日における純資産額の百分の十五以上に相当する額である訴訟）に基づく臨時

報告書 

 平成19年11月20日 関東財務局長に提出 

          

３  発行登録関係（社債）       

  ①発行登録書   

  

  

  

平成19年６月29日 

関東財務局長に提出 

          

  ②訂正発行登録書   

  

  

  

  

 及び 

 及び 

  

平成19年６月22日 

平成19年11月12日 

平成19年11月20日 

関東財務局長に提出 

          

  ③発行登録追補書類 

 及びその添付書類 

  

  

  

 及び 

 及び 

平成19年４月13日 

平成19年６月１日 

平成19年10月12日  

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年11月30日

丸紅株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  大  木  一  也  ㊞

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  瀧  澤  徳  也  ㊞

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  宮  川  朋  弘  ㊞

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸紅株

式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結資本勘

定増減表及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（中間連結財

務諸表に対する注記１参照）に準拠して、丸紅株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年11月30日

丸紅株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  大  木  一  也  ㊞

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  宮  川  朋  弘  ㊞

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  柴  田  憲  一  ㊞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる丸紅株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結資本勘定増減表及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（「中間連結

財務諸表の作成方法等について」参照）に準拠して、丸紅株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年11月30日

丸紅株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  大  木  一  也  ㊞

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  瀧  澤  徳  也  ㊞

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  宮  川  朋  弘  ㊞

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸紅株

式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第83期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、丸紅株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年11月30日

丸紅株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  大  木  一  也  ㊞

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  宮  川  朋  弘  ㊞

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  柴  田  憲  一  ㊞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる丸紅株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第84期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、丸紅株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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